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ダム（岐阜県）建設にともないやむなくダム湖底に沈むこととなる老桜2本を、ダム湖畔の高台へ移植しました。
　　　 エネルギーと環境の共生をめざすJ-POWERグループを象徴する桜です。）

項目 目標 目標の基準年度の実績など 2009年度実績 2010年度実績 2010年度の評価等 参照ページ

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
り
組
み

●  販売電力量あたりCO₂排出量を削減 
  （国内外発電事業）

2002年度比10%程度削減
（2010年度）

2002年度
0.72

（kg-CO₂/kWh）
0.66

（kg-CO₂/kWh）
0.65

（kg-CO₂/kWh）
効率向上による火力原単位の改善、水力販売電力量の増加、風力販売電力量の大幅増加などによる原単位低

減に加え、クレジットの償却を行うことで、2010年度J-POWERグループの販売電力量あたりのCO₂排出量は
0.65kg-CO₂/kWhとなり、2002年度比10％程度削減の目標を達成しました。

P53

●  火力発電所の熱効率の維持向上
   ［HHV（高位発熱量）基準］

現状程度に維持する
［40%程度］

（2008年度以降毎年度）

2008年度
40.1％

〈参考〉LHV※1：41.1％

40.3％
〈参考〉

LHV：41.4％

40.5％
〈参考〉

LHV：41.6％

既設火力発電所における高効率運転の維持および更新設備における高効率技術の採用に努めた結果、
J-POWERグループ火力総合熱効率（HHV）は40.5％となり、目標を達成しました。今後とも火力発電所の熱
効率の維持・向上に努めていきます。

P83

●  六フッ化硫黄（SF₆）の排出抑制
  機器点検時および撤去時のガス回収率

点検時97%以上
撤去時99%以上

（2008年度以降毎年度）

2008年度
点検時：99％
撤去時：99%

点検時：99％
撤去時：99%

点検時：99％
撤去時：99%

確実に回収・再利用することで機器点検における排出抑制を図った結果、機器点検時99.5％、機器撤去時
99.3％となり目標を達成しました。引き続き回収・再利用を確実に行いガス絶縁機器からのSF₆の大気中への排
出を抑制していきます。

P67

●  オフィスにおける使用電力量の削減
2006年度比4％以上削減

（2010年度）
〈対前年度比1%以上削減〉

2006年度
2,282（万kWh）

2,107（万kWh）
対前年度比

4％削減

2,140（万kWh）
対前年度比

2％増加
オフィスにおける使用電力量は、前年度比では2％の増加となりましたが、2006年度比では6％の削減となり目

標を達成しました。 P66

●  オフィスにおける燃料使用量の削減
 （ガソリン換算）

2006年度比4％以上削減
（2010年度）

〈対前年度比1%以上削減〉
2006年度
1,644（kℓ）

1,348（kℓ）
対前年度比

3％増加

1,292（kℓ）
対前年度比

4％削減
オフィスにおける燃料使用量は、前年度比では4％の削減、2006年度比では21％の削減となり目標を達成し

ました。 P66
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域
環
境
問
題
へ
の
取
り
組
み

●  発電電力量あたりの硫黄酸化物（SOx） 
  排出量の抑制
  （火力発電所の発電端電力量あたり）

現状程度に維持する
［0.2g/kWh程度］

（2008年度以降毎年度）
2008年度

0.20（g/kWh） 0.16（g/kWh） 0.17（g/kWh） 燃料管理および排煙脱硫装置の適正運転などにより硫黄酸化物の排出量を抑制した結果、発電電力量あたり
の排出量を現状程度に維持しました。今後も適切な管理により排出量抑制に努めていきます。 P70

●  発電電力量あたりの窒素酸化物（NOx） 
  排出量の抑制
  （火力発電所の発電端電力量あたり）

現状程度に維持する
［0.5g/kWh程度］

（2008年度以降毎年度）
2008年度

0.50（g/kWh） 0.44（g/kWh） 0.48（g/kWh） 燃料管理および排煙脱硝装置の適正運転などにより窒素酸化物の排出量を抑制した結果、発電電力量あたり
の排出量を現状程度に維持しました。今後も適切な管理により排出量抑制に努めていきます。 P70

●  産業廃棄物の有効利用率の向上 97%
（2010年度末まで） ― 98% 97% 石炭灰の有効利用促進と、発電所の保守・運転等に伴って発生する産業廃棄物の削減に取り組んだ結果、

2010年度末までの目標を達成しました。今後も現状レベルを維持するよう取り組んでいきます。 P71

●  古紙の再資源化率の向上
85%以上

（2010年度末まで）
〈対前年度比1％以上向上〉

―
85%

対前年度比
6%低下

95%
対前年度比
10%向上

古紙の分別収集を徹底し再利用を推進した結果、前年度比では10%向上し、2010年度末までの目標を達成し
ました。 P72

●  オフィス事務用品（文具類）の 
  グリーン調達率の向上

80%以上
（2010年度末まで） ― 77% 82% 「J-POWERグループグリーン調達ガイドライン」に沿ったグリーン調達に取り組んだ結果、前年度より5％向上

し、2010年度末までの目標を達成しました。 P72

●  再生コピー用紙の調達率の向上
99%以上

（2010年度末まで）
〈対前年度比1％以上向上〉

―
99％

対前年度比
1％向上

99％
対前年度比

±0％
再生コピー用紙を可能な限り使用するよう努めた結果、2010年度末までの目標を達成しました。 P72

●  低公害車等の保有台数率の向上 90%以上
（2010年度末まで） ― 93% 93% 「J-POWERグループグリーン調達ガイドライン」に沿ったグリーン調達の取り組みにより、2010年度末までの

目標を達成しました。 P72

       Part 
透明性・

信頼性への
取り組み

●  環境マネジメントレベルの向上 EMSの継続的改善
（2008年度以降） ― 確実な

PDCAの実践
確実な

PDCAの実践
確実にPDCAを実践し、環境マネジメントレベルの向上を図りました。

今後とも継続的改善に努めていきます。 P76

※1 ： LHV（低位発熱量）基準は、総合エネルギー統計（2004年度版）の換算係数を用いてHHV（高位発熱量）実績より推定。
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Part 1　 J-POWERグループの環境経営

事業活動と環境（2010年度）
　J-POWERグループの国内の事業活動における使用資源量および環境負荷量は以下のとおりです。
※�J-POWERグループ全体（J-POWERおよび連結子会社）で集計し、共同出資の場合は出資比率に応じて集計しています。

INPUT
火力発電用 事業所・オフィス内使用

＊火力発電所で使用した工業用水のうち排水として排出
されたもの以外は、ほとんど水蒸気として大気に放出
されています。

＊水力発電所では河川水を使用しますが、発電後は全量
そのまま河川に還元していますので発電用取水量は
記載していません。

＊地熱発電所では蒸気を使用しますが、熱水は発電後に
還元井から地中に還元しています。

2,135万t
4.2万㎘
2.6万㎘
60百万Nm³
0.8万t用語集

● 燃料
石炭（湿炭）
重油
軽油
天然ガス
バイオマス  

18.2万t
1.5万t

● 主な薬品類（濃度100％換算）
石灰石（CaCO₃）
アンモニア（NH₃）

4,516万kWh
1,751万kWh

● 電力量（購入分）
事業所使用
オフィス使用

9,077kℓ
1,292kℓ

● 燃料（ガソリン換算）
事業所使用
オフィス使用

57百万枚● コピー用紙（A4換算）

18万m³
42万m³

● 上水
事業所使用
オフィス使用

水力発電用

11億kWh● 揚水用動力 

地熱発電用

57万t
291万t

● 蒸気量
● 熱水量

759万m³● 工業用水

事業活動
発電電力量

J-POWERグループの各発電所で発電した電気は、
全国各地域の電力会社などを通じて皆さまのご家庭
などに届けられています。655億kWhの販売電力量
は、全国各地域の電力会社の販売電力量※の約7％に
相当します。
※9,064億kWh：電気事業連合会2010年度分電力需要実績
   （確報）における販売電力量合計

OUTPUT
火力発電所 地熱発電所 廃棄物

4,701万t-CO₂ 
1.0万t  
2.8万t  
0.1万t 

● 大気への排出等

● 主な資源の再生・再利用

CO₂ 
SOx  
NOx 
ばいじん

353万m³
13t 

● 水域への排出等
排水
排水COD

306万t● 熱水量

事業所・オフィス活動
に伴うCO₂排出量

4.2万t-CO₂

0.9万t-CO₂

● 事業所活動  
● オフィス活動

3.6万t
4.1万t

● 産業廃棄物
石炭灰
その他

24t
0.9千m³

● 一般廃棄物
古紙
ダム湖の流木

用語集

0.08万t

● 特別管理産業廃棄物
特別管理産業廃棄物 用語集

用語集

用語集

用語集

用語集

用語集

所内電力量および送電ロス　　40億kWh

有効利用（セメント工場など）

販売電力量
揚水発電電力量

655億kWh
8億kWh

＊ 端数処理により合計が
合わないことがあります。

供
給

合計 663億kWh

火力 584億kWh 水力 113億kWh 地熱・風力 5億kWh

190万t ［98.1%］
0.4万t ［32.5%］
32万t ［100%］
2.9万t ［100%］

石炭灰
汚泥（石こう除く）
石こう（脱硫副生品）
硫酸（脱硫副生品）

3.3万t ［51.3%］
435t ［94.7%］
14千m³ ［93.8%］

その他の産業廃棄物
古紙
ダム湖の流木

［%］は有効利用率
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環境会計／環境効率
J-POWERグループは環境会計 用語集  を環境経営のツールのひとつとして位置付け、公表を継続することにより、コスト

と効果の面からの一層の信頼性と適合性の向上を目指しています。環境効率  用語集  については「J-POWERグループ環境
経営ビジョン」基本方針のなかの基本姿勢の解説で環境効率（生産量／環境負荷量）の向上を図ることを掲げています。
※資料編P87もあわせてご参照ください。

J-POWERグループの2010年度における環境保全コ
ストおよび効果について、環境省の「環境会計ガイドライン

（2005年度版）」を参考としながら、私たちの事業の特性
を踏まえて算定しました。

環境保全コストとその効果
2010年度の費用額は約524億円であり、分類別では、

大気汚染防止・水質汚濁防止などの「公害防止」が全体の約
43％を占めています。

環境負荷にかかわるものについては、事業の特性上、総量
ではなく排出原単位、熱効率、有効利用率を環境保全効果と
して評価しています。

経済効果
収益または費用の節減に貢献した取り組みについて算定

した結果は、約92億円でした。

J-POWERグループでは、JEPIX とLIME の手法を
用いて、これまでの取り組みを評価しています。それぞれの
手法により個々の環境要素に対する係数は異なるものの、
1990年度以降の環境効率には改善傾向が見られます。

今後の中長期的課題として、環境効率向上に大きくかか
わる「エネルギー利用効率の改善」、「再生可能エネルギー  
開発 用語集  」による環境負荷低減への取り組みを進めてい
きます。

環境会計

環境効率

JEPIX（Environmental Priorities Index for Japan：日本版環境政策優先度指数）
大気汚染や水質汚濁などの環境影響を、エコポイント（EP）という単一指標で、300以上の環境汚染物質の環境影響を重み付けし、総合的な環境影響度を単一数値で評価する手法。

LIME（Life-cycle Impact assessment Method based on Endpoint modeling：日本版被害算定型影響評価手法）
環境負荷物質が、温暖化やオゾン層破壊などの環境問題に与える影響を科学的に分析し、さらに人間健康や生態系といった保護対象ごとに被害量を算定し、重み付けを行い統合する
手法。

（億円）

分類 内容 金額
収益 石炭灰、石こう、硫酸、不用品等の売却 3

費用節減

石炭火力発電所熱効率向上（USC導入）に
よる燃料費の節減 33

石炭灰、石こう、硫酸のリサイクルによる
処分費用の節減 56

合計 92

経済効果

分類 主な対策・取り組みの内容 金額 環境保全効果 2010年度

公害防止 大気汚染防止（脱硫・脱硝、ばいじん処理）、
水質汚濁防止（排水処理）など 228

SOx排出原単位（g/kWh） 0.17
NOx排出原単位（g/kWh） 0.48
ばいじん排出原単位（g/kWh） 0.01

地球環境保全
温室効果ガスの排出抑制対策（火力高効率運転の維持、
再生可能・未利用エネルギーの開発、省エネルギー型設備管理費、
CO₂以外の温室効果ガス排出抑制）

40
CO₂排出原単位（kg-CO₂/kWh） 0.65

火力平均熱効率（％） 40.5

資源循環 資源の再生・再利用による廃棄物の低減対策、
廃棄物の処理・処分 160

石炭灰有効利用率（％） 98.1
産業廃棄物有効利用率（％） 97
石こう有効利用率（％） 100
流木有効利用量（千m³） 14

その他 研究開発・社会活動など 96
合計 524

＊�各項目のデータの詳細は資料編Ｐ83-84「年度別データ」に掲載しています。
＊金額は億円

保全コストと効果

統合化指標（販売電力量／環境負荷）による環境効率

JEPIX

＊環境効率：1990年度の統合化指標（販売電力量／環境負荷）を100とした指標

1990 2006 2007 2008 2009 2010（年度）

LIME環境効率指標

60

80

100

120

140
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環 境 編

2P a r t
地球温暖化問題は、今世紀、人類が長期的に取り組んでいくべき最も重要な課題のひとつであり、新たな国

際枠組が協議される一方、国内では低炭素社会の実現に向け様々な制度・施策の検討が進められています。
「エネルギーと環境の共生」という大きな命題のもと、J-POWERグループは、地球温暖化問題への取り組み

を経営の最重要課題のひとつに位置付け、積極的に推進しています。

地球環境問題への取り組み

J-POWERグループの地球環境問題への取り組み ─基本方針─

J-POWERグループ※1の2010年度の販売電力量は約
779億kWh（前年度比約11%の増加）となり、CO₂排出量
は5,254万トン（前年度比約13%の増加）となりました。

2010年度に「販売電力量あたりのCO₂排出量を2002
年度比10%程度削減」とのコーポレート目標については、効
率向上による国内火力原単位の改善、水力販売電力量の増
加、風力販売電力量の大幅増加など※2による削減に加え、ク
レジット償却を行うことで、販売電力量あたりのCO₂排出量
は0.65kg-CO₂/kWhとなり、コーポレート目標を達成し、
電気事業における環境行動計画 用語集  に貢献しました。

（億kWh）

販売電力量（海外出資会社）（億kWh）
販売電力量（国内出資会社）（億kWh）
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販売電力量あたりのCO₂排出量（kg-CO₂/kWh）
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2002年度実績より
10％程度削減

クレジット反映後

クレジット反映前

J-POWERグループ（国内外）の販売電力量、CO₂排出量、CO₂排出原単位の実績

※1　J-POWER単体に加え、国内外の財務連結範囲のJ-POWER出資会社
　　　（国内22社、海外24社）について出資比率に応じて集計
※2　 2002年度実績と2010年度実績を比較すると、
　　  国内火力原単位 0.87kg-CO₂/kWh（2002）→ 0.86 kg-CO₂/kWh（2010） 1%減　
　　  水力販売電力量　8,902 GWh（2002）→ 10,267 GWh（2010） 15%増　
　　  風力販売電力量　69 GWh（2002）→ 442 GWh（2010） 約6倍増

次世代の低炭素技術の研究開発 CO₂フリー電源の拡大

さらなる高効率発電技術、CO₂回収・貯留技術、
洋上風力発電技術などの研究開発に取り組み
ます。

立地地域のご理解を賜りながら安全確保を大
前提とした原子力発電所づくりに尽力するとと
もに、水力、風力、地熱の拡大を図ります。

低炭素化に
向けた取り組み

石炭火力発電の低炭素化の推進
高効率運転の維持、バイオマス混焼の
拡大、経年火力発電所のリプレース、高
効率石炭火力発電事業の海外展開等を
推進します。

エネルギーの安定供給に向けて最大限の努力を傾注するとともに、低炭素化に向けた取り組みを国内外で着実に進
め、地球規模でCO₂排出の低減に貢献していきます。そのため、「石炭火力発電の低炭素化の推進」、「次世代の低炭素
技術の研究開発」、「CO₂フリー電源の拡大」等により、中長期的視点から「技術」を核にして、日本と世界のエネルギー
安定供給とCO₂排出の低減に取り組んでいきます。さらに、究極の目標としてCO₂の回収・貯留などによるゼロエミッ
ションを目指します。

2010年度CO₂排出量
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今日的な石炭利用の意義
今日、世界のエネルギーの大半は化石燃料で賄われていま

す。その中でも石炭は石油や天然ガスに比べて最も埋蔵量が豊
富であり、かつ中東地域に偏らずアジアを含め世界中に広く分布
していることなどから世界各国で主要なエネルギー源として使
われています。石炭火力発電は、世界の発電電力量の約4割を占
め、中国、インドをはじめとして世界的にますます増大するエネル
ギー需要への対応に、今後とも重要な電源であり続けるものと
考えられています。

また、エネルギー資源の大半を海外に依存している日本にお
いては、今後も強靭かつ柔軟なエネルギー構成を維持していくう
えで、石炭は不可欠なエネルギー資源です。

一方、石炭をはじめとした化石燃料は燃焼に伴い温室効果ガ
スであるCO₂を発生します。エネルギー需要が増大していくなか
で、CO₂などの温室効果ガスの発生をいかに削減していくかが、
国際的な課題となっており、J-POWERはクリーンコール技術に
よる石炭火力の低炭素化に取り組んでいきます。

石炭火力発電効率向上の意義
火力発電所からのCO₂排出量を削減するには、発電効率を

向上させることが有効です。日本の石炭火力発電は蒸気圧力
や温度を超々臨界圧（USC） 用語集  という極限まで上昇させ
る方法で、世界最高の発電効率を実現しています。

仮に日本の最高水準発電効率を、米国、中国、インドの石炭
火力に適用した場合には3カ国合計で年間約13億t-CO₂（世
界全体の約5％を占める日本の総排出量に相当）の削減効果
があると試算されており、このような高効率技術の移転・普及
は大きな意義があります。

さらに、J-POWERグループではさらなる高効率化に向け、
世界に先駆けて石炭ガス化複合発電（IGCC） 用語集  や石炭ガ
ス化燃料電池複合発電（IGFC） 用語集  などの次世代の最先端
石炭利用技術の開発に取り組んでいます。

究極な目標はCO₂ゼロエミッション
化石燃料から発生するCO₂そのものを回収して閉じ込める

「CO₂回収・貯留技術（CCS） 用語集  」の開発が国際的に進めら
れており、地球温暖化対策として将来重要な役割を担うと考え
られています。

J-POWERグループにおいても、IGCC＋CO₂分離回収シス
テムの高効率化を目指した研究開発（P60参照）や、酸素燃焼
技術によるCO₂回収・地中貯留一貫システムを実証する「カラ
イド酸素燃焼プロジェクト」（P60参照）に参加しています。

COLUMN

化石エネルギー資源の埋蔵量

天然ガス石油 石炭

（年）
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出典 ： BP統計2011
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各国の石炭火力発電熱効率推移
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出典：「Ecofys International Comparison of Fossil Power Efficiency and CO₂ Intensity 2010」から作成
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出典:「IEA World Energy Outlook 2010」から作成。
ドイツ、デンマークは「IEA Electricity Information 2010」 

世界の電源別発電電力量の推移と見通し
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出典：「IEA World Energy Outlook 2010」:現行政策シナリオ
※2010年央時点で公式に採用されている政策を考慮したシナリオ

石炭 石油 ガス 原子力 水力 バイオ+廃棄物
風力 その他再生可能

J-POWERグループは、日本の電気事業における全石炭火力発電設備のおよそ2割に相当する総出力約840万kWの設備（全
国7カ所の発電所）を保有し、年間約2,000万tの国内最大級の石炭ユーザーです。

私たちは石炭火力発電のリーディングカンパニーとして、国内でクリーンコール技術の開発・実証・商業化を積極的に推進します。
さらに、その成果を海外に技術移転することにより、世界のCO₂を削減するとともに、エネルギー消費の低減を実現し、世界規模
でのエネルギーの安定供給にも貢献していきます。

石炭利用と地球温暖化対策

石炭は
埋蔵量が

豊富

世界の
発電電力量
の約4割は
石炭から

石炭火力は
今後も

世界の主力
電源として

不可欠

日本の石炭
火力発電の
発電効率は
世界最高

水準
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Part 2　地球環境問題への取り組み

石炭火力発電の低炭素化の推進
　J-POWERグループの石炭火力発電設備は、最先端技術の開発に自ら取り組み、積極的に採用してきたことによって、
世界最高水準のエネルギー利用効率を達成しています。バイオマス燃料の活用や高効率発電技術を活用した石炭火力
発電事業の海外展開により、グループをあげて石炭火力の高効率化と低炭素化を推進しています。

2005年10月からリプレース工事を進めていた磯子火
力発電所新2号機（60万kW）が2009年7月に営業運転
を開始しました。これにより、新1号機と合わせた磯子火力
発電所全体のリプレース工事が完了しました。磯子火力発
電所はJ-POWERのクリーンコール技術の粋を集めた「世
界で最もクリーンな石炭火力」を目指して、世界最高水準
となる超々臨界圧技術（USC） 用語集  を導入（主蒸気圧力

25MPa、主蒸気温度600℃）し、熱効率 用語集  向上を図って
います。さらに、新2号機においては再熱蒸気温度を新1号
機より10℃高めた620℃として、さらなる熱効率の向上を
図り、CO₂の排出低減に向けた取り組みを行っています。

また、最新の環境対策装置を設置することにより、発
電電力量あたりの硫黄酸化物（SOx） 用語集  ・窒素酸化物

（NOx） 用語集  排出量（原単位）は、主要先進国と比較して、
それぞれ一桁低い極めて小さい値となっており、環境負荷
の抑制の面からも世界最高水準の発電所となっています。

世界で最もクリーンな石炭火力 ─磯子火力発電所─

磯子火力発電所の設備概要
項目 旧1・2号機 新1・2号機

発電出力 1号機　26.5万kW
2号機　26.5万kW　計 53万kW

1号機　60万kW
2号機　60万kW　計 120万kW

使用燃料 石炭（国内炭） 石炭（海外炭）
貯炭場 屋外貯炭場 屋内式貯炭場（サイロ式）
ボイラー 放射再熱式自然循環型 放射再熱式貫流型

排煙脱硝装置
乾式排煙脱硝装置　脱硝効率　

（アンモニア選択接触還元法）
新1号機87.5%
新2号機91.9%

集じん装置
電気式集じん
装置
湿式排煙脱硫
装置

集じん効率
99.75%

電気式
集じん装置
乾式排煙脱
硫装置

集じん
効率

新1号機
99.94%
新2号機
99.97%

排煙脱硫装置
湿式排煙脱硫装置　
脱硫効率89%

（石灰石−石こう法）

乾式排煙
脱硫装置

（活性炭吸
着法）　

脱硫
効率

新1号機
95.0%
新2号機
97.8%

煙突 1号機　120m、2号機　140m 200m（2缶集合型）

石炭灰利用 有効利用率90%以上
（発生量17万t/年）

有効利用率90%以上
（発生量38万t/年）

緑地面積率 15% 20%
港湾施設 揚炭岸壁・揚油桟橋×1 揚炭岸壁×1、石炭灰・揚油桟橋×1

磯子火力発電所（横浜市）

J-POWERの火力発電所発電効率の推移

ドラム式ボイラ※1 貫流式ボイラ※2

（年度）
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005　 2010

（％）
45

40

35

設
計
熱
効
率（
％
、発
電
端
、H
H
V
ベ
ー
ス
）

高砂
（25万kW×2U）

松島
（50万kW×2U）

松島
（50万kW×2U）

石川
（15.6万kW×2U）

石川
（15.6万kW×2U）

松浦1号
（100万kW）
松浦1号

（100万kW） 松浦2号
（100万kW）
松浦2号

（100万kW）

磯子新1号
（60万kW）
磯子新1号
（60万kW）

磯子新2号
（60万kW）
磯子新2号
（60万kW）

橘湾
（105万kW×2U）
橘湾
（105万kW×2U）

竹原3号
（70万kW）
竹原3号

（70万kW）

竹原1号
（25万kW）

発電効率の向上方策
●蒸気条件の向上
●プラント規模の大型化

熱効率の推移
● 亜臨界圧（Sub-Critical）…蒸気圧力が22.1MPa未満。
● 超臨界圧（SC:Super Critical）…蒸気圧力が22.1MPa以上かつ蒸気温度が566℃以下。
● 超々臨界圧（USC:Ultra Super Critical）…
　 超臨界圧（SC）のうち、蒸気温度が566℃を超えるものを特にUSCと呼んでいます。
※1　ドラム式ボイラ…蒸気ドラムを設け、そこで蒸気と水を分解し蒸気を発生させるボイラ。
※2　貫流式ボイラ…蒸気ドラムは設けず、蒸発管内の流れのなかで蒸気を発生させるボイラ。

石炭火力の単機容量推移

50万kW
（1981）

70万kW
（1983）

100万kW
（1990）

105万kW
（2000）
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J-POWERは、竹原火力発電所1号機（出力25万kW）お
よび2号機（出力35万kW）を新1号機（出力60万kW）に設
備更新して、2020年に運転開始することを計画し、環境ア
セスメントの手続を実施中です。

竹原火力発電所は現在1号機～3号機の計130万kWが
運転中で、1号機は1967年7月の営業運転開始以来既に
43年以上、同2号機も1974年6月の営業運転開始以来36
年以上が経過し、高経年化への対応が必要です。今回のリ
プレース計画では、地球温暖化問題に積極的に対応する観
点から、最新設備の導入により、硫黄酸化物（SOx）・窒素酸
化物（NOx）等の環境負荷を低減するとともに、エネルギー
利用効率を大幅に向上し、低炭素化を図ります。

竹原火力発電所リプレース計画

J-POWERは、伊藤忠商事（株）とインドネシアPT Adaro 
Energy Tbk.社と共同で、インドネシア共和国で2011年4
月に行われた新規石炭火力IPP国際入札案件の優先交渉権
を獲得しました。

本プロジェクトは、中部ジャワ州に合計出力200万kW
の石炭火力発電所を建設し、インドネシア国有電力会社

（PLN）との間で25年間の長期売電契約（PPA）を締結する
アジア最大規模のIPP 用語集  事業です。

本プロジェクトの特徴として、発電燃料にインドネシア
国産の亜瀝青炭を活用し、環境負荷が少ない超々臨界圧

（USC）技術を使った大型ボイラー（100万kW×2）をイン
ドネシアにおいて初めて導入します。

J-POWERは日本国内に約840万kWの石炭火力発電所
を保有・運転する一方、海外での発電事業も積極的に手掛
けてきました。本プロジェクトは、これまでJ-POWERが長年
にわたって培ってきた高効率石炭火力技術を活かしたプロ
ジェクトであり、インドネシア最大・最新鋭の石炭火力発電所
の建設・運転・保守に総合的に取り組むことで、同国の電力
安定供給と環境負荷低減、そして先進的技術の移転・普及に
貢献することが期待でき、かつ、今後のアジアにおける高効
率石炭火力展開のモデルとなりうるものと考えています。

インドネシア（ジャワ島）

ジャカルタ
中部ジャワ州
バタン県

アジアの電力需要は今後も堅調に増加し、石炭火力は引
き続き電力供給の主役を担う見込みで、発電量、設備量とも
2030年までに現行のおよそ2倍と予想されています（IEA）。
エネルギー資源制約とCO₂排出削減から、アジアの石炭火
力市場も従来の低効率な亜臨界圧プラントから、高効率化
プラントへの本格移行を開始しており、J-POWERは日本の
クリーンコール技術で「アジアの成長」と「環境負荷の抑制」
の同時達成への貢献を目指します。

アジア途上国の発電電力量（新政策シナリオ※）

0

4,000

8,000

12,000

16,000

2008 2020 2030 2035（年度）

発電電力量（TWh）
その他再生可能水力原子力ガス石炭 石油

石炭火力発電量は
2008年から2030年まで
にほぼ倍増

出典：「IEA World Energy Outlook 2010」よりJ-POWER作成
　　※世界各国で公表されている政策公約等（実施措置未定を含む）を考慮したシナリオ

高効率石炭火力発電（クリーンコール）技術による地球規模のCO₂削減サイクル

国内でクリーンコール技術の開発・実証・商業化を推進。成果を海外に技術移転し
世界のＣＯ₂を削減。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国内の石炭火力の新設、リプレースを活用し、国内排出の削減とともに、
新たなクリーンコール技術の開発・実証・商用化を積極的に推進。

日本

日本の持つ最新のクリーンコール技術を、アジアを中心とした途上国へ移転、
普及させることで、エネルギー消費の低減とCO₂排出削減を推進。

石炭消費量の抑制
CO₂排出削減

途上国
など

CDM、二国間オフセット等の
市場メカニズムクレジット

最新のクリーンコール
技術の積極適用

さらなるクリーンコール
技術の開発

最新クリーンコール
技術の確立・普及

技術移転、事業参加等ビジネスリターン、クレジット移転等

アジアを中心とする海外への高効率
石炭火力発電技術の移転・普及

インドネシア国 セントラル・ジャワ
石炭火力発電プロジェクト

竹原火力発電所（広島県）
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バイオマス資源 木質 下水汚泥 一般廃棄物炭化
チップ ペレット 低温炭化 油乾燥

バイオマス燃料の例

バイオマス燃料の
特徴

建設廃材をチップ化
して利用。発熱量は石
炭の約半分

水 分 の 高 い 林 地 残
材を乾燥してペレット
に加工。発熱量は石炭
の約7割

下水汚泥を低温で炭
化することで、焼却処理
に伴うN₂O発生を抑制
して燃料生成。発熱量は
石炭の5〜7割で低臭気

下水汚泥と廃食用油
を混合加熱して水分を
除去して生成。石炭と
同レベ ル の 発 熱 量を
有する

一般廃棄物を炭化し
て、長期貯蔵が可能な
燃料を生成。発熱量は
石炭の約半分

バイオマス燃料
製造地点 長崎県長崎市 宮崎県小林市※

❶広島県広島市※

❷大阪府大阪市※

❸熊本県熊本市※
福岡県福岡市 検討中

石炭火力発電所
での混焼

J-POWER 松浦火力
発電所で実施中

J-POWER 松浦火力
発電所で試験中

❶❷：J-POWER 竹原
火力発電所ほかで予定
❸：J-POWER 松浦火
力発電所、九州電力（株）
松浦発電所で予定

J-POWER 松浦火力
発電所で実施中

検討中

バイオマス燃料混焼取り組み状況

林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業

日本国内には林地残材や下水汚泥など、まだ多くの未利用のカーボンニュートラル なバイオマス（生物資源）エネルギー
が存在しますが、これらを最も有効に活用できるのは、バイオマス 用語集  燃料の石炭火力発電所での混焼（発電用燃料として石
炭と一緒にボイラーで燃焼）です。J-POWERグループでは、これら未利用エネルギーの活用と石炭火力発電の低炭素化の同時
達成を目指し、諸課題に取り組みながら、バイオマス燃料の製造、石炭火力発電所での混焼を推進しています。

バイオマス燃料混焼の推進

林地残材バイオマスの石炭火力発電所での混焼の推進
未利用国内林地残材等の有効活用、再生可能エネルギー 

用語集  の開発・導入の観点から、国内の林地残材を発電用燃
料として活用することを目的として、木質ペレット燃料を製
造する「宮崎ウッドペレット（株）」を宮崎県の「森林整備加速
化・林業再生事業」の支援を得て、宮崎県森林組合連合会と

共同で2009年12月に小林市に設立しました。これまで木
質ペレット燃料製造工場の建設を進めてきましたが、2011
年3月に竣工し、操業開始しました。製造規模は、国内最大級
の年間25,000tで、製造した木質ペレット燃料は石炭火力
発電所から排出されるCO₂削減を目的として、松浦火力発
電所（長崎県）で石炭とともに混焼して発電する予定です。

伐倒・搬出
林地残材

● 総出力：２００万kW
  （１００万kW×２基）

松浦火力発電所（石炭火力）

木質ペレット燃料受入・供給設備

● 林地残材受入可能量
  … ８万m³／年
● ペレット製造能力
  …25,000ton／年　

宮崎ウッドペレット（株）
（ペレット製造新会社）

ウッドペレット燃料製造工場

長崎県

宮崎県小林市

宮崎県森林

燃料化

松浦火力発電所
電力供給

輸送

※バイオマス燃料製造に関してもJ-POWERが関与しているもの。

カーボンニュートラル
ライフサイクルにおいて、二酸化炭素の吸収量と排出量が同量であること。バイオマスの燃焼による二酸化炭素の
排出は、それまでに吸収した二酸化炭素の量と同量であることから、カウントされない。

Dictionary
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下水汚泥燃料製造事業の取り組み
J-POWERグループでは、J-POWERの石炭火力発電所で

の混焼を目的に下水汚泥燃料化事業に取り組んでいます。

●広島市下水汚泥燃料化事業
広島市西部水資源再生センターにおいて、国内初の低

温炭化技術を採用し、DBO 方式にて行うもので、年間
約28,000tの下水汚泥から約4,500tの燃料を製造し、
J-POWER石炭火力発電所で有効利用するものです。こ
れにより、下水処理場と石炭火力発電所において、年間約
15,100t-CO₂相当の温室効果ガスが削減可能となりま
す。本事業は2012年4月運営開始予定です。

●熊本市下水汚泥燃料化事業
熊本市南部浄化センターにおいて、広島市同様にDBO

方式により行うもので、年間約16,000tの下水汚泥から約
2,300tの燃料を製造し、J-POWERならびに九州電力（株）
の石炭火力発電所で有効利用するものです。これにより、下
水処理場と石炭火力発電所において、年間約6,300t-CO₂
相当の温室効果ガスが削減可能となります。本事業は2013
年4月運営開始予定です。

●大阪市下水汚泥燃料化事業
大阪市平野下水処理場において、下水汚泥燃料化事業と

しては国内初のPFI（BTO ）方式により行うもので、年間
約49,000tの下水汚泥から年間約8,600tの燃料を製造
し、J-POWER石炭火力発電所で有効利用するものです。
これにより、下水処理場と石炭火力発電所において、年間約
11,500t-CO₂相当の温室効果ガスの削減が可能となりま
す。本事業は2014年4月運営開始予定です。

下水汚泥燃料製造事業の拠点とJ-POWER石炭火力発電所

広島市
西部水資源再生センター

熊本市
南部浄化センター

松浦火力発電所
大阪市

平野下水処理場松島火力発電所

竹原火力発電所

橘湾火力発電所

高砂火力発電所

DBO
公共が資金調達を負担し、設計（Design）・建設（Build）・運営

（Operate）を民間に委託する方式。

BTO
民間事業者が自らの資金で対象施設を建設（Build）し、完成後公共に所有権を
移転（Transfer）した後、維持運営（Operate）を民間事業者が行う方式。

分類 広島 熊本 大阪

事業場所 広島市西部水資源再生センター内 熊本市南部浄化センター内 大阪市平野下水処理場内

燃料製造方式 低温炭化方式 低温炭化方式 低温炭化方式

計画処理量(脱水汚泥) 約28,000t／年 約16,000t/年 約49,000t／年

運転予定 2012年4月から20年間 2013年4月から20年間 2014年4月から20年間

温室効果ガス削減量
　❶下水処理場 約8,700t-CO₂ 約2,900t-CO₂ 約1,500t-CO₂
　❷火力発電所 約6,400t-CO₂ 約3,400t-CO₂ 約10,000t-CO₂

　❸合計 約15,100t-CO₂
（一般家庭約3,000世帯分）

約6,300t-CO₂
(―般家庭約1,300世帯分)

約11,500t-CO₂
(一般家庭約2,300世帯分)

石炭火力発電所での混焼 J-POWER竹原火力発電所2号機
など

J-POWER松浦火力発電所
九州電力（株）松浦発電所

J-POWER石炭火力発電所
（竹原火力2号機など）

J-POWERの下水汚泥燃料製造事業一覧

下水汚泥燃料の石炭火力発電所での混焼利用の全体フロー

広島市西部水資源再生センター

J-POWERが出資する特別目的会社

J-POWER 竹原火力発電所

● 下水汚泥の資源化促進
● 温室効果ガス削減

燃料化施設

陸上輸送
● 温室効果ガス削減

脱水
汚泥

燃料買取
有償販売 炭化物 受入・

供給設備

電力供給

有価物

有効利用
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Part 2　地球環境問題への取り組み

次世代の低炭素技術の研究開発
J-POWERグループは、電源の低炭素化のための技術開発として、さらなる高効率石炭火力発電技術、CO₂回収・貯留

技術、および次世代の再生可能エネルギー発電技術に関する研究開発に、積極的に取り組んでいます。

EAGLE プロジェクト
EAGLEプロジェクトは、世界最高のクリーンコールテクノ

ロジーの開発を目指し、石炭の高効率な利用とCO₂ゼロエ
ミッションを実現可能にする技術開発です。

J-POWERは北九州市の技術開発センター若松研究所に
おいて、石炭の効率的な利用とCO₂ゼロエミッション化に向
けたEAGLEプロジェクトを2002年度より鋭意推進してきま

した。EAGLEプロジェクトの狙いは、石炭を酸素吹きガス化
により可燃性ガス（一酸化炭素や水素）に変換し、これを利用
したガスタービン発電を行うと同時に、その廃熱を利用して
蒸気タービン発電もあわせて可能とする「酸素吹き石炭ガス
化複合発電（IGCC） 用語集  」を実現することです。J-POWER
は本プロジェクトを通じて、幅広い炭種に適応可能な石炭ガ
ス化炉を開発するとともに、世界最高の冷ガス効率 を達
成しました。また、石炭ガス化発電システムにおける石炭ガス
からのCO₂分離回収技術については、現在、物理吸収法によ
るさらなる高効率化を目指した研究開発を進めています。

大型実証試験「大崎クールジェン」
EAGLEプロジェクトで得られた知見と成果を活かして、

IGCCおよびCO₂回収技術の商用化に向けた大型実証試
験を行う目的で、2009年に中国電力（株）と共同で大崎
クールジェン（株）を設立しました。この大型実証試験では、

石炭ガス化複合発電（IGCC）技術と
CO₂回収技術の研究開発

EAGLE炉概念図

上段バーナー

下段バーナー
スラグ

酸素

低温 高温

石炭

炉内温度

● 炉内温度コントロールで高いガス化性能が得られる。
● 灰融点の低い炭から高い炭まで適用炭種が多い。

（低灰融点炭）
炉内温度イメージ

（高灰融点炭）
炉内温度イメージ

本実証試験システム（酸素吹石炭ガス化複合発電方式）の概要

ＣＯ₂分離回収技術

石炭ガス化複合発電（IGCC※）

ガス化炉

可燃性ガス（Ｈ₂、ＣＯ等）

蒸気

蒸気
タービン

排熱回収ボイラ

ＣＯ₂、Ｈ₂

Ｈ₂

シフト反応器
ＣＯ₂分離回収

煙突ガス
タービン

発電機

空気

酸素

● 石炭をガス化して可燃性ガス（Ｈ₂、ＣＯ等）に変換し、ガスタービン燃料として利用。
● ガスタービン排熱およびガス化炉の熱により蒸気を発生。

空気

石炭

空気分離
装置 ガス化

ＣＯ₂分離回収
● 可燃性ガス中のＣＯをシフト反
応でＣＯ₂とＨ₂に転換したうえで
ＣＯ₂を分離回収。
シフト反応
●ＣＯに水蒸気を添加し、触媒反
応でＣＯ₂とＨ₂に転換する反応。

※IGCC ： Integrated Coal Gasification Combined Cycle

ＣＯ₂
輸送・貯留へ

燃焼器

冷ガス効率
冷ガス効率とは、ガス化炉に供給した石炭の発熱量に対する生成ガス発熱量の割合を指し、エネルギー転
換効率を表す指標として用いられ、炭素転換率とともに石炭ガス化性能を表す代表的な数値である。

EAGLE
Coal Energy Application for Gas Liquid & Electricity
多目的石炭ガス製造技術開発。

Dictionary

EAGLEパイロットプラント試験設備外観（北九州市若松区）

CO₂分離回収設備
（化学吸収法） 空気分離設備

生成ガス燃焼器

石炭ガス化炉

ガス精製設備

ガスタービン設備CO₂分離回収設備（物理吸収法）予定地

EAGLEパイロットプラント試験設備仕様
石炭ガス化炉形式 酸素吹1室2段噴流床
● 石炭処理量 150t/d
● ガス化圧力 2.5MPa
● ガス化温度 1,300〜1,800℃
CO₂分離回収装置回収方式 化学吸収法／物理吸収法（建設中）
● 処理ガス量 1,000㎥N/h
● CO₂回収能力 約24t/d
● 回収CO₂純度 99%以上／98%以上
発電方式 ガスタービン発電
● 出力 8,000kW

実証試験設備配置図（中国電力（株）大崎発電所構内／広島県）

CO₂分離回収
実証試験設備エリア

IGCC実証試験
発電設備エリア
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17万kW級の酸素吹きIGCCのシステムとしての信頼性、
経済性、運用性を検証（2017年開始予定）し、最新のCO₂
分離回収技術の試験を行って適用性を検証（2021年開
始予定）する計画です。これを踏まえて、酸素吹きIGCCに
燃料電池を組み合わせた石炭ガス化燃料電池複合発電

（IGFC  用語集  ）化によるさらなる高効率化を目指します。こ
の一連の技術開発は、国の審議会の報告において提言され
た「Cool Gen計画 」の実現に向けたものです。

CCS  用語集  技術は石炭火力発電所などの大規模排出源
からCO₂を分離・回収し、輸送して地中深く（1,000m程度
以深）に安定して貯留するものであり、大規模なCO₂低減を
可能にする有効な地球温暖化対策のひとつと考えられてい
ます。私たちはユーザーとしての石炭火力発電所の運転・
保守にかかわる知見を活用し、技術面および経済面で石炭
火力発電に適した分離回収方法を見出すべく、技術開発を
行うとともに、貯留したCO₂の地下挙動を解明する研究を
行っています。

石炭火力発電所からCO₂を分離・回収する技術として以
下の3種類があります。EAGLEプロジェクト、大崎クール
ジェンにおけるCO₂分離・回収技術は燃焼前回収法です。

再生可能エネルギー 用語集  の中でも風力は低い発電コ
ストや設置が比較的容易なことから開発が進められてい
ます。一方、陸上に比べ高風速で乱れが少なく、設置規模
が大きくとれ、環境面での優位性から洋上風力への期待が
高まっています。洋上風力の技術開発は既に欧州を中心と
して着床式については商用化・大型化が進んでいますが、
国内では台風、うねり、落雷など厳しい環境下にあり、また
洋上での気象・海象のデータも少ないことから、国内の自
然環境に適合した設計、施工、運転保守に係る各種の技術
開発をする必要があります。

J-POWERは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）との共同研究事業として、福岡県北
九州市の沖合にて、洋上
風 力 発 電システム技 術
の確立に向けた「洋上風
力 発 電システム実 証 研
究 」（ 風 車は2 M W ギア
レス機）を実施いたしま
す。研究期間は2011年
8月から2015年2月で、
今後、必要となる許認可
や系 統 連 系 等 の 準 備を
進めていきます。またこ
の研究に併せ、陸上側で
1クラス上の2.7MWギ
アレス機 で 大 型 化 の 検
証も行います。

CO₂回収・貯留一貫システムの検証
（カライド酸素燃焼プロジェクト）

酸素燃焼技術は空気の代わりに酸素を微粉炭焚きボイ
ラに供給して燃焼を行うことで、排ガス中のCO₂濃度を高
めCO₂回収エネルギーを低減することを目指しています。
J-POWERグループは豪州のクイーンズランド州にあるカラ
イドA発電所（微粉炭火力：3万KW）で、酸素燃焼技術による
CO₂回収・地中貯留一
貫システムを世界で初
めて実証する「カライド
酸素燃焼プロジェクト」
に参加しています。改
造工事は概ね完了して
おり、実証試験運転が
2012年に開始される
計画です。

CO₂回収・貯留（CCS）技術の研究開発他

洋上風力発電技術の研究開発

Cool Gen計画
Cool Gen計画とは、2009年6月に経済産業省の総合資源エネルギー調査会鉱業分科会クリーンコール
部会にて提言された、IGCC、究極の石炭火力発電を目指すIGFCと二酸化炭素回収・貯留（CCS）を組み合
わせた「ゼロエミッション石炭火力発電」の実現を目指した実証研究プロジェクトを推進する計画です。

CCS技術の概念

CO₂ CO₂
構造性キャップロック
（不透水層）

大規模排出源

海域地中帯水層

構造性キャップロック
（不透水層）

陸域地中帯水層

分離・回収

パイプライン輸送

地上施設
より圧入

海上施設
より圧入

輸送 圧入分離・回収

参考:中央環境審議会 環境部会資料（2006.3.14）

石炭火力からのCO₂分離回収技術

脱硫・脱塵石炭

酸素製造 Air

酸素製造 Air

CO₂再循環

ガ
ス
化
炉

シフト反応 CO₂分離

CO₂回収

H₂、CO₂（40％）CO、H₂ H₂H₂O
ガスタービン ①燃焼前回収法

吸収法、
吸着法、膜分離法
など

脱塵石炭

空気（N₂、O₂）

微
粉
ボ
イ
ラ

脱硝 脱硫

CO₂回収

H₂O、N₂、O₂

O₂

O₂

CO₂（12～15％）、H₂O、N₂
CO₂分離 ②燃焼後回収法

吸収法、
吸着法、膜分離法
など

石炭 微
粉
ボ
イ
ラ

脱塵 冷却 H₂O

CO₂回収

CO₂（70～80%）、H₂O
③酸素燃焼法

（O₂/CO₂燃焼）

洋上風車外観

カライドA発電所（改造工事中）

波圧計

沈下計

海象計

気圧計

ひずみ計

加速度計

超音波風向風速計

ギャップセンサー
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Part 2　地球環境問題への取り組み

CO₂フリー電源の拡大
J-POWERグループは、CO₂を排出しない電源として原子力発電所の建設を推進（P11参照）するとともに、水力や風

力、バイオマス 用語集  、地熱などの再生可能エネルギー等の拡大に取り組むことで、CO₂排出の抑制を図っています。

現在取り組んでいる水力開発
国土交通省が、岩手県奥州市で建設中の「胆

い
沢
さわ

ダム」（特
定多目的ダム）を利用して、ダム直下右岸に胆沢第一発電所

（最大出力14,200kW）を建設する工事に2011年2月に
着手しました。なお、岩手県企業局の胆沢第三発電所（最大
出力1,500kW）も共同で建設します。発生した電力は新た
に建設する送電線約3.3km（岩手県企業局との共有設備）
により東北電力（株）に供給します。

北海道三笠市では、北海道開発局が幾春別総合開発事業
（特定多目的ダム）において実施する既設「桂

かつら
沢
ざわ

ダム」の嵩
上げに伴い、J-POWERは、既設発電所を廃止して、新たに

「新桂沢発電所」（最大出力16,800kW）として同事業に発
電事業として参加する計画を進めています。

また、既設ダム下流の河川環境保全のために放流してい
る河川維持流量 用語集  を有効に利用する水力発電にも取り
組んでいます。

全国の水力発電設備出力シェア（2011年4月現在） J-POWER（国内）の水力発電所位置図

合計
4,385万kW J-POWER

856万kW
19.5%

北海道支店
（10発電所 出力計215,800kW）

東日本支店
（18発電所 出力計4,756,000kW）

中部支店
（15発電所 出力計2,545,500kW）

西日本支店
（16発電所 出力計1,048,200kW）

J-POWERグループの水力発電

※自家用発電設備を除いて
　います。
出典：「電力調査統計」（資源
エネルギー庁）

揚水発電所
揚水発電とは、深夜あるいは週末などの電力需要の少ない時間帯に下池の貯留水をポンプによって上池にくみ
上げておき、電力需要が大きくなる時間帯に上池の貯流水を落下・導水して行う、水力発電方式のこと。

Dictionary

水力発電は、水の落差を利用し水車発電機を回転させて
電気を発生させる発電方式です。一般的には河川の上流部
にダムを設けて、発電に必要な水を貯水しています。電気が
不要なときには、水車を止めて水をダムに貯めておくことで
水を無駄なく電気に変えることができ、電気の需要の変化
にあわせて、容易に発電出力を変えることができる出力調
整能力に優れています。　

水力発電は、貴重な純国産のエネルギーであるとともに、
発電過程でCO₂を発生しない再生可能エネルギー 用語集  で
あり、地球温暖化対策が急務である現在においては、水力発
電の価値が高まってきています。

J-POWERでは、現在、全国59カ所（P62参照）の水力発
電設備を保有し、総出力856万kW、日本の全水力発電設備
の約2割のシェアを占めています。2010年度の水力販売電
力量は102億kWhであり、CO₂排出抑制効果は約360万
t-CO₂にもなります。

1956年に運転を開始した佐久間発電所に代表される
大規模水力発電所の開発や、ピーク需要に対応するため、
需要の少ない時間帯の電気を水の位置エネルギーに変
えて貯めておくことができる揚水発電所 の開発など、
J-POWERでは半世紀以上にわたり水力発電所の建設・運
営を行っています。

J-POWERでは、運転開始から長期間経過した水力発電
所に対し、主要電気設備を最新のものに更新することで、発
電所の効率、信頼性を向上させる取り組み（P.63参照）を実
施するなど、再生可能エネルギーである水力発電の有効活
用に努めるとともに、電力の安定供給に取り組んでいます。
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J-POWERは、1952年、戦後の電力不足を解消するべく、大規模または実施の困難な水力発電所の開発に取り組むこと
を目的に設立されました。以来、半世紀を超えて、現在までJ-POWERが建設した水力発電所は全国で59カ所になりまし
た。2009年から2011年にかけて、設立当初に手がけた大規模水力発電所のうち、田

た
子
ご

倉
くら

発電所（福島県）、奥
おく

只
ただ

見
み

発電所
（福島県）、御

み
母
ぼ

衣
ろ

発電所（岐阜県）が相ついで、運転開始50年を迎えました。
これら3つの大規模水力発電所の紹介を通して、J-POWERが建設・運転してきた水力発電所のあゆみを振り返ります。

J-POWERグループ 水力発電所のあゆみ
〜大規模水力 運転開始より半世紀〜

田子倉発電所（福島県）

田子倉発電所は、1955年建設
開始し、4年後の1959年に運転を
開始しました。ダムの総貯水容量
4億9,400万m³、発電所の総出力
39.5万kWは、揚水式を除く発電
用ダムとして全国第2位の規模を
誇ります。

運転開始から半世紀を過ぎた現
在、設備の信頼性および発電機器の効率を向上させるため、水車、発
電機等の主要設備の一括更新を実施しています。（P.63参照）2010
年度までに4台の発電設備のうち3台の更新が完了し、2012年には残
る1機の更新も完了する予定です。4台すべての更新工事が終了すると
最大出力は更新前の38万kWから40万kWへと増加します。

奥只見発電所（福島県）

奥只見発電所は、1954年より工
事着手し、冬季の積雪や工事用資
材・物資の運搬方法など困難な課題
に取り組みながら、6年の歳月を経
て1960年に1～3号機が運転を開
始しました。

その後2003年に4号機が増設さ
れ、発電機4台、最大出力56万kW
となり、揚水を除いた一般水力発電所としては最大出力で日本一の規
模を誇ります。また、奥只見ダムから放水口の区間で河川の流れを回
復させるために維持放流を実施しており、2003年にこの維持流量を
有効活用した発電設備を増設し、新たに2,700kWの電気を作ってい
ます。（左の年表の最下段を参照）

御母衣発電所（岐阜県）

御母衣発電所は、1957年より建
設を開始し、1961年に運転を開始
しました。奥只見ダムや田子倉ダ
ムが重力式コンクリートダムであ
るのに対し、御母衣ダムは天然の
土砂や岩石を盛り立てて築造する
ロックフィル式のダムです。発電所
はダムの直下210mに設置され、
2台の発電機で作られる21.5万kWの電気は、関西方面へ供給されて
います。また建設当時、電源開発初代総裁高碕達之助の発案により、
水没予定地に植えられていた2本の老桜がダム湖のほとりへ移植され
ました。現在、その桜は“荘

しょう
川
かわ

桜”と呼ばれ春には満開の花を咲かせて
います。（P50参照）

J-POWERグループ 水力発電所のあゆみ
運転開始 発電所名 最大出力（kW）

1954年1月 胆沢第一 岩手県 14,600
1954年12月 東和 岩手県 27,000
1955年9月 西吉野第二 奈良県 13,100
1955年10月 足寄 北海道 40,000
1956年1月 糠平 北海道 42,000
1956年4月 佐久間 静岡県 350,000
1956年11月 西吉野第一 奈良県 33,000
1957年9月 桂沢 北海道 15,000
1957年10月 熊追 北海道 4,900
1958年1月 茅登第一 北海道 27,400
1958年1月 秋葉第一 静岡県 45,300
1958年2月 黒又川第一 新潟県 61,500
1958年2月 末沢 新潟県 1,500
1958年6月 秋葉第二 静岡県 34,900
1958年9月 瀬戸石 熊本県 20,000
1958年10月 茅登第二 北海道 28,100
1959年5月 田子倉 福島県 395,000
1960年7月 長山 高知県 37,000
1960年10月 十津川第一 奈良県 75,000
1960年12月 奥只見 福島県 560,000
1961年1月 御母衣 岐阜県 215,000
1961年9月 尾鷲第二 三重県 25,000
1961年12月 滝 福島県 92,000
1962年1月 十津川第二 和歌山県 58,000
1962年4月 尾鷲第一 三重県 40,000
1962年9月 本別 北海道 25,000
1963年1月 二又 高知県 72,100
1963年11月 大鳥 福島県 182,000
1963年12月 御母衣第二 岐阜県 59,200
1964年1月 黒又川第二 新潟県 17,000
1964年9月 池原 奈良県 350,000
1964年10月 川内川第二 鹿児島県 15,000
1965年1月 幌加 北海道 10,000
1965年2月 川内川第一 鹿児島県 120,000
1965年6月 魚梁瀬 高知県 36,000
1965年7月 七色 和歌山県 82,000
1965年8月 小森 三重県 30,000
1968年5月 湯上 福井県 54,000
1968年5月 長野 福井県 220,000
1968年12月 大津岐 福島県 38,000
1969年5月 水窪 静岡県 50,000
1971年11月 尾上郷 岐阜県 20,000
1972年2月 早明浦 高知県 42,000
1972年11月 新豊根 愛知県 1,125,000
1973年6月 沼原 栃木県 675,000
1977年4月 船明 静岡県 32,000
1978年7月 奥清津 新潟県 1,000,000
1979年8月 手取川第一 石川県 250,000
1982年7月 佐久間第二 静岡県 32,000
1985年6月 早木戸 長野県 11,200
1985年12月 破間川 新潟県 5,100
1987年11月 熊牛 北海道 15,400
1988年4月 下郷 福島県 1,000,000
1989年7月 只見 福島県 65,000
1991年8月 秋葉第三 静岡県 46,900
1994年4月 黒谷 福島県 19,600
1996年6月 奥清津第二 新潟県 600,000
1997年7月 札内川 北海道 8,000
2003年6月 奥只見（維持流量） 福島県 2,700

TOPICS
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Part 2　地球環境問題への取り組み

風力発電の推進
風力発電は発電過程でCO₂を発生しないクリーンな再
生可能エネルギーであり、また資源の乏しい日本にとって
貴重な純国産エネルギーとして期待を集めています。
J-POWERグループは、風力発電事業の推進にあたり、
水力・火力発電所の運転、また送電線の建設・運転・保守で
永年培ったノウハウと技術をフルに活用し、風況調査から
計画、建設および運転・保守に至るまで一貫した業務を実
施する体制を整えています。
2011年2月にあわら北

きた
潟
がた
風力発電所（20,000kW、

10基）および桧山高原風力発電所（28,000kW、14基）
がそれぞれ営業運転を開始し、国内の設備は合計18カ所
（352,860kW、208基）となり、日本の全風力発電設備
の約13%（持分出力）の設備シェアを占めています。2010
年度の風力販売電力量は約4.4億kWhであり、CO₂排出
抑制効果は約16万t-CO₂になります。また、海外ではポー

J-POWERグループ（国内）の風力発電設備容量の推移

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010（年度）

352,860

＊出資持分割合は考慮していません。

（kW）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

55,350 57,050

210,530
255,880 277,860

78,050

132,550144,550

210,530

あわら北潟風力発電所（福井県）

国内風力発電設備事業者シェア（2011年3月末現在）

合計
約240万kW J-POWER

13%

※一般社団法人日本風力発電
　協会調べ（持分比率）

J-POWERでは、老朽化の進んだ水力発電所において
主要電気設備の一括更新を実施しています。水車・発電
機・主要変圧器などを一括して更新することにより、発電
所の延命化・設備信頼度向上を図るとともに、最新の設計
技術を採用した最適設計により、発電効率を向上させ、従
来と比較して最大出力および発生電力量を増加させ、貴
重な純国産かつ再生可能なエネルギーである水力発電の
有効活用を目的としています。
田子倉発電所（福島県）では、2004年から2012年まで
8年にわたり、全4台の主要電気設備を1台ずつ更新する
計画を進めており、既に2〜4号機については更新工事を
完了しています。現在残る1号機の更新工事を進めており、
2012年5月末にはすべての更新工事を完了させる予定で
す。今回の更新工事では、発電所の最大出力を1台につき

5,000kWずつ増加させ、発電所全体の出力を38万kW
から40万kWに増加させる計画で工事を進めています。
また、糠

ぬか
平
びら
発電所（北海道）においても、2006年から

2009年にかけて一括更新工事が実施され、１号機、２号機
ともに主要電気（水車・発電機・付属）設備の更新作業が無
事完了し、現在営業運転を実施しています。今後上記以外
の地点につい
ても一括更新
の検討を行う
など、設備の信
頼性向上に努
めていきます。

水力発電所設備の一括更新について

田子倉発電所（福島県）　一括更新工事

ランドにおいてザヤツコボ風力発電所（48,000kW、24
基）が順調に運転しています。
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J-POWER（国内）の風力発電所位置図

島牧
ウィンドファーム
（北海道島牧村）

瀬棚臨海
風力発電所
（北海道せたな町）

仁賀保高原
風力発電所
（秋田県にかほ市）

あわら北潟
風力発電所 
（福井県あわら市）

楊貴妃の里
ウィンドパーク
（山口県長門市）

阿蘇おぐに
ウィンドファーム
（熊本県小国町）

長崎鹿町
ウィンドファーム
（長崎県佐世保市）

田原臨海
風力発電所
 （愛知県田原市）

田原風力
発電所
（愛知県田原市）

東京臨海
風力発電所
 （東京都江東区）

桧山高原
風力発電所
（福島県田村市、川内村）

グリーンパワー
くずまき
風力発電所 
（岩手県葛巻町）

さらきとまない
ウィンドファーム
（北海道稚内市）

南大隅
ウィンドファーム
（鹿児島県南大隅町）

苫前 ウィンビラ発電所（北海道苫前町）

郡山布引高原風力発電所（福島県郡山市）

阿蘇にしはらウィンドファーム（熊本県西原村）

石廊崎風力発電所（静岡県南伊豆町）

Voice 胆
い

沢
さわ

水力建設所

節電に励んでいます!  ～東日本大震災を乗り越えて。がんばっぺ、東北・岩手!!～

国土交通省の胆
い

沢
さわ

ダム建設に伴い、当社第1号の発電所である胆沢第一発電所が廃止となることから、2014年7月の運転開始
を目指してダム右岸直下に新しい胆沢第一発電所を建設中です。当建設所は岩手県内陸南部の奥州市に位置し、焼石連峰からの扇
状地が広がり、地域全体が緑にあふれる自然豊かな土地柄の場所にあります。

地元の伝統工芸品としては南部鉄器で作った風鈴が有名で、夏になると駅には多
くの南部風鈴が飾られ、美しい鈴の音で出迎えてくれるとともに、夏の暑さを心地よ
く和らげてくれます。また、20kmほど南下すると、世界遺産に登録された『平泉』の
中尊寺や毛越寺などの文化遺産があり、歴史的な趣も感じられます。

このような歴史と美しい自然環境に恵まれた当所では、照明の間引きやこまめな
消灯などの節電活動・通勤経路のゴミ清掃活動等、地域の環境保全活動に積極的に
取り組んでいます。3月11日の東日本大震災では関東・東北地方の広い範囲で甚大
な被害が発生しましたが、発電所の建設工事が震災復興の一助となれるよう、半世
紀ぶりに生まれ変わる『“新”胆沢第一発電所』にご期待ください!!

J-POWER 胆沢水力建設所 総務グループ
　佐藤 美千代　菅原 千恵子
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地熱エネルギーは、再生可能な純国産エネルギーで、
CO₂をほとんど排出しないという特長があります。私たち
は、この貴重な地熱エネルギーを有効活用する鬼

おに
首
こうべ

地熱
発電所（宮城県大崎市）を1975年3月に運開し、36年間
運転を継続してきました。

また、国内外において新規地熱開発に向けた調査も進
めており、J-POWERと三菱マテリアル（株）、三菱ガス化
学（株）の3社で「湯沢地熱（株）」を2010年4月に設立し、
秋田県内の有望地域で地熱調査と新規地熱の可能性の
検討を実施し、同年に調査井の噴気試験を実施しました。

J-POWERグループは地熱エネルギーの有効活用を通じ
て、さらなるCO₂排出抑制への貢献を図っています。

残念なことに、2010年10月17日に鬼首地熱発電所に
おいて噴気災害が発生しました。この災害で被災された
方々および関係者の皆さま方に対して深くお詫びすると
ともに、亡くなられた方のご冥福と負傷された方の一日も
早い回復をお祈りいたします。そして、将来にわたり今回
の災害を忘れることなく、安全対策を講じ、類似災害の再
発防止に取り組んでいきます。そのうえで、今後も地熱発
電に真摯に取り組んでいきます。

地熱発電の取り組み

太陽光発電の取り組み
北九州市若松区の響

ひびき
灘
なだ

埋立地では、響灘太陽光発電
所が2008年3月から稼動しています。この太陽光発電所
は、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
が公募した「平成19年度太陽光発電新技術等フィールド
テスト事業」に採択されたもので、設備出力は1,000kW

（1MW）です。太陽電池の種類は多結晶シリコンで、
1.29m×0.99mの太陽電池モジュール5,600枚で構成
されています。フィールドテストでは、大容量パワーコン
ディショナーによる新制御方式について、実負荷での各種
運転データを収集し、分析評価を行います。年間の発電実

績は約120万kWhであり、CO₂発生抑制（約420t-CO₂）
に貢献しています。2011年度からは集光追尾型の太陽光
発電についても国内最大規模である150kWを設置する
計画です。

太陽光発電の取り組み

大牟田リサイクル発電事業
J -POWERグループでは、2002年12月より福岡県

大牟田市において、一般ゴミを圧縮成型した固形化燃料
（RDF：Refuse Derived Fuel）を用いた高効率廃棄物
発電事業を行っています。

名古屋市鳴海工場整備・運営事業
J-POWERグループでは、一般廃棄物のガス化溶融発

電事業に参画しています。これは、名古屋市鳴海清掃工場
において、廃棄物発電に加え、溶融スラグ、溶融メタル等
のマテリアルリサイクルも行う事業で、2009年7月より運
営を開始しています。

環境リサイクル事業

大牟田リサイクル発電所（福岡県） 名古屋市鳴海工場

響灘太陽光発電所（北九州市）
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J-POWER本店ビル 第1・第2計画期間 排出および対策イメージ

2,500

2,750

3,000

3,250

3,500

（年度）
2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

基準排出量
CO₂排出量（t-CO₂）

排出キャップ

－8% －17%（未定）

各種対策（イメージ）各種対策（イメージ）

第１計画期間 第2計画期間

省エネルギーの推進・京都メカニズムの活用など
J-POWERグループは、オフィスでの空調温度・照明等の調整、および原材料輸送の効率化などを通じて省エネルギー

を積極的に進め、CO₂や環境物質排出の低減に努めています。CO₂以外の温室効果ガス（SF₆、HFC、PFC、N₂O、CH₄）
やオゾン層破壊物質（特定フロン・ハロン）等についても適正な管理を行い、極力排出を抑制するよう努めています。ま
た、地球規模でのCO₂排出の低減に貢献するため、京都メカニズム等の活用を進めるとともに、二国間オフセット・メカニ
ズムなどの新たな仕組みの構築へ向け、日本国政府の活動を支援しています。

オフィス省エネと環境家計簿
J-POWERグループの各事業所では昼休み消灯・待機電

力削減の徹底やエコドライブ実施などの省エネルギー活動
を実施しているほか、事務所の新築や社有車の更新などに
際しては省エネルギー仕様機器などを積極的に採用してい
ます。また、従業員家庭での省エネルギー・省資源の推進策
として環境家計簿を利用した取り組みも実施しています。

さらに、東日本大震災に伴う節電対策として、❶空調の高
め設定、❷照明間引き、❸パソコン等OA機器省エネ設定、
❹夏期の連続休暇取得の推進等の対策を行っています。

また、このような活動をより広範なものとするため、寮、社
宅等に対しても節電の呼びかけを行っています。

東京都環境確保条例への対応
東京都環境確保条例による「温室効果ガス排出総量削減

義務と排出量取引制度」（東京都キャップ＆トレード制度）が
2010年4月にスタートし、J-POWER本店ビル（中央区銀
座）は、削減義務が生じる「特定地球温暖化対策事業所」の
指定を受けました（2010年2月）。J-POWERはこれまでも
本店ビルの省エネに取り組んできましたが、定時退社日増
や照明節減などの運用対策とあわせ、設備対策として、ヒー
トポンプ式給湯器（エコキュート）、送水ポンプインバータ制
御、省エネVベルトへの交換などを進め、2010年度はCO₂

排出量を前年度から100t-CO₂以上低減することができま
した。

今後も、さらなる運用対策および設備対策を行い、グルー
プ会社の省エネ対策により発生する都内中小クレジットの
取得等も合わせ、第一計画期間の義務履行を目指します。

途上国の省エネ推進支援
温 室 効 果ガス抑 制 のためだけでなく、今 後 のエネル

ギー需給の逼迫が懸念される途上国では、省エネがます
ます重要となってきています。J-POWERは、国際協力機構

（JICA）からの委託を中心に、途上国の省エネ推進を支援
しています。2010年度にはスリランカ政府、インドネシア
政府および中南米13カ国政府に対して、日本の省エネ政策
についての情報提供、省エネ政策立案支援・人材育成、省エ
ネパイロットプロジェクトの実施、省エネ推進ソフトウェア
の作成、エネルギー診断技術移転・機材の拡充および研修・
ワークショップの実施等を行いました。今後もこのような活
動を通して途上国の省エネ推進、CO₂排出量の削減に寄与
していきます。

中東における地域熱供給事業
J-POWERは、住友商事（株）、アラブ首長国連邦（UAE）

のタブリード社とともに事業会社サハラ・クーリング社を設
立し、UAEにおける地域冷房事業を運営しています。これ
まで国内外で地域熱供給のコンサルティングを実施してお
り、加えて水力・火力発電所における設計および監理、設備
保守、運転管理の知見を活かし、プラントの安定運転と効率
向上に取り組んでいます。

省エネルギーのさらなる推進

JICAインドネシア訪日研修

http://www.eco-family.go.jp/index.html
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Part 2　地球環境問題への取り組み

現在、運営している6プラントの事業規模は合計で5万
4,500冷凍トン となります。地域冷房は熱源の集中化に
よる効率化、複数の顧客を抱えることによる負荷平準化等
による省エネ効果があり、タブリード社の試算によれば、地
域冷房を導入することで、UAEにおいては個別空調に比べエ
ネルギー消費を55％程度削減することが可能になります。

近年、UAEとその周辺国では、環境に配慮した省エネ型
の地域冷房事業への需要が増大していることから、今後も
引き続き中東での事業を拡大し、こうした環境負荷低減事
業に参画していく予定です。

上部成層圏（地上約20〜40km）に存在するオゾン層は、
太陽光に含まれる有害な紫外線を吸収することで地球上の
生物を保護する大切な役割を果たしています。一方、特定フ
ロン・ハロンは、冷媒や洗浄剤などに広く利用されています
が、いったん環境中に放出されると成層圏にまで達し、そこ
で強い紫外線を浴びて塩素や臭素を放出してオゾン層を破
壊し、人の健康や生態系に重大な影響をもたらすおそれが
あります。そのため、国際的に生産量、消費量の削減が義務
付けられています。

J-POWERグループでは、特定フロン・ハロンの保有量・
消費量の把握を定期的に行い、適正管理に努め、排出抑制
に取り組んでいます。（P84参照）

特定フロン・ハロンについて
オゾン層破壊物資は、分子内に塩素または臭素を含む化

学的に安定な物質で、特定フロン、ハロンなどがあります
が、これらは、HFC、PFC、SF₆とともに、強力な温室効果ガ
スでもあります。

オゾン層保護法（特定物質の規制等によるオゾン層の保
護に関する法律）では、モントリオール議定書に基づく規制
対象物質を「特定物質」とし、規制スケジュールに即し生産
量および消費量の段階的削減を行っています。この結果、ハ
ロンは1993年末、特定フロン等は1995年末をもって生産
等が全廃されています。その他のオゾン層破壊物質につい
ても、順次生産が全廃されることとなっています。

排出されるCO₂による影響の1/310※程度です。
このうち、SF₆は優れた絶縁性能と安全かつ安定した特徴

を有するガスであり、電気事業ではガス遮断器やガス絶縁
開閉装置等に使用しています。このため、SF₆の大気への排
出を抑制するため、ガス遮断器等の点検時や撤去時には回
収率をそれぞれ97％以上、99％以上とする目標を掲げて、
確実にSF₆の回収・再利用を行っています。2010年の機器
点検時および撤去時の回収率は、いずれも99％でした。
※「電気事業における環境行動計画」 用語集  電気事業連合会（2010.9）による

京都議定書（P88参照）の対象となる温室効果ガスは
CO₂以外に5種類ありますが、電気事業によって排出される
これらのガスが地球温暖化に及ぼす影響は、電気事業から

CO₂以外の温室効果ガスの排出抑制対策

オゾン層の保護

CO₂以外の温室効果ガスの排出抑制対策
対象ガス 排出抑制対策

六フッ化硫黄 
（SF₆）用語集

ガス絶縁機器の絶縁体として使用されてい
ます。機器点検時および機器廃棄時に、確
実に回収・再利用することで排出抑制に努
めており2010年度は点検時および廃棄時
ともに99％を回収し、再利用を行いました。

ハイドロフルオロカーボン
（HFC）用語集

空調機器の冷媒等に使用されますが、オゾ
ン層保護法における規制対象フロンからの
代替化により、今後使用量が増加すること
が予想されます。機器の設置・修理時の漏
洩防止・回収・再利用に協力し、HFCの排
出抑制に努めています。

パーフルオロカーボン
（PFC）用語集

PFCは変圧器の冷媒や絶縁媒体として使
用されることがありますが、J-POWER
グループでは保有していません。

亜酸化窒素 
（N₂O）用語集

N₂Oは化石燃料の燃焼に伴い発生します
が、火力発電所の熱効率の向上等により、
極力排出の抑制に努めています。

（2010年度排出量は約1,650t）

メタン（CH₄）用語集
火力発電所の排ガス中のCH₄濃度は大気
環境中濃度以下で、実質的な排出はありま
せん。

特定フロン・ハロン保有・消費量
分類 2010年度末（t） 用途

特定フロン 保有量 1.0 消費量 0.0 冷媒用
ハロン 保有量 4.6 消費量 0.0 消火器
その他フロン等 保有量 11.9 消費量 0.2 冷媒用
計 保有量 17.5 消費量 0.1
代替フロン 用語集

（HFC） 保有量 12.0 消費量 0.1 冷媒用

熱供給プラント内観

冷凍トン
冷凍機の能力を表す単位で1冷凍トンは1日に1tの0度の水を氷にするために必要な熱量で、1冷凍トンは日本の平均的な住宅1軒を冷房できる量。

Dictionary
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CDMプロジェクト開発の概要
京都メカニズム（P88参照）（JI、CDMおよび排出量取引）

とは、先進国の温室効果ガス排出量に関する削減数値目標
を定めた京都議定書（P88参照）のなかで、先進国がこの数
値目標を経済合理的に達成するとともに、途上国の温室効
果ガスの排出削減を技術・資金の両面から支援するための
メカニズムとして規定されたものです。

J-POWERグループが開発に携わったCDM/JIプロジェ
クトのうち、2011年3月末時点で14件のプロジェクトが
CDMとして、また1件がJI として登録されています。

京都メカニズムの活用など

クリーン開発メカニズムの概要

クリーン開発メカニズム（CDM）
（京都議定書12条）

途上国B

削減量

先進国と途上国が共同で温室効果ガス排出削減事業を実施し、
その削減分を投資国（先進国）が自国の目標達成に利用できる制度

資金技術
共同の削減
プロジェクト先進国A

削減量

二国間オフセット・メカニズム

❷日本の優れた低炭素技術・製品等の移転・普及

❶二国間の「国際約束」

分配（無償）

分配（無償）

最先端技術

ＣＯ₂削減

排出量
【排出削減プロジェクト】

❸クレジット（無償／購入）を国内目標の達成に適切に反映

旧式技術

途
上
国
政
府

排出削減量を認定し、
クレジット化

途上国分の一部を購入日
本
政
府

J-POWERグループが開発に携ったCDM／JIプロジェクト（登録済み）
CDM／JI 国名 プロジェクト名／内容

　 チリ

食品工場での燃料転換／
石炭から天然ガスへの燃料転換

食品工場でのコジェネシステム導入／
エネルギー利用効率の向上

コロンビア アンティオキア州水力発電／
再生可能エネルギーの利用

CDM
ブラジル

マットグロッソドスール州水力発電／
再生可能エネルギーの利用

サンパウロ州ゴミ埋立地バイオガス削減／
ゴミ埋立地から発生するメタンガス回収削減

中国

水力発電：四川省2件、陝
せん

西
せい

省、雲南省、新
しん

疆
きょう

ウイ
グル自治区各1件／再生可能エネルギーの利用

江
こう

蘇
そ

省セメント排熱回収／
廃熱回収発電

陝
せん

西
せい

省澱粉メタン回収／
バイオガス回収発電

山東省低圧ガス回収2件／
石油精製プラントの排ガス回収熱利用

JI ハンガリー 温泉随伴メタンガス回収／
未利用エネルギーによるコジェネ

また、中南米やアジア、東欧諸国といった国々で、水力発
電などの再生可能エネルギーを活用したプロジェクトや、
温泉から発生する随伴メタンガスの有効利用プロジェクト
など登録済みのCDM/JI案件についても、引き続き案件の
フォローアップを行っています。

●国内クレジットへの取り組み
国内クレジット制度は、大企業等による技術・資金等の提供

を通じて、中小企業等が行った温室効果ガス排出削減量を認
証し、自主行動計画  用語集  や試行排出量取引スキーム 用語集  
の目標達成等のために活用できる制度です。J-POWERは、
現在までに2件を登録しました。2010年度はこの2つのプロ
ジェクトから、合計143tのクレジットが認証されました。今後
とも、日本国内におけるCO₂削減事業について検討を行って
いきます。

二国間オフセット・メカニズム
二国間オフセット・メカニズムは、日本が世界に誇る低炭

素技術や製品、インフラ、生産設備などの提供を行った企
業の貢献を適切に評価し、その貢献を日本の温室効果ガス
排出削減量として換算することを可能とする新たな仕組み
です。二国間もしくは多国間の合意を構築していくため、現
在、日本政府は、途上国との具体的な排出削減プロジェクト
の発掘とその形成の促進を行うとともに、技術の普及移転
の実施や貢献の評価手法の確立、プロジェクトの実施に向
けたファイナンス面その他の制度構築のあり方を検討して
います。J-POWERグループもこれらの動きをサポートし、
この仕組みの発展に貢献していきます。

2010年度の主な活動
●CDM/JIプロジェクトへの取り組み

2010年度は、中国において四川省、雲南省、新
しん

疆
きょう

ウイグ
ル自治区各1件の計3件の水力発電、また山東省低圧ガス
回収2件の合計5件が、CDM理事会 にCDMプロジェク
トとして登録されました。

山東省低圧ガス回収（中国） 陜
せん

西
せい

省澱粉メタン回収（中国）

JI
共同実施（Joint Implementation）。附属書（Ⅰ）国 用語集 間で共同でGHG排出削減
の事業を実施し、削減量を関係国間で配分する仕組み。2008年〜2012年の削減量
が対象。

CDM理事会
CDMプロジェクトの実質的な管理・監督機関。CDMの登録、指定運営機関の信任や
信任の一時停止、取消、再信任などを行う。

Dictionary
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放水口

開閉所 変圧器 給水
ポンプ

発電機
蒸気タービン

復水器

送電線

循環水ポンプ除じん装置

冷却水

石炭灰自社処分場

冷却水

排水監視

工業用水
タンク

純水装置

排煙脱硫
装置等へ

工業
用水

ボイラ

石炭

総合排水処理装置

水温監視

取水口

温排水

温排水 微粉炭機

地域環境問題への取り組み
J-POWERグループは、生物多様性を含む地域の環境保全および人々の生活環境と安全

の確保が地域との共生の基盤であることを認識して、事業活動に伴う環境への影響を小さ
くするよう対策を講じるなど、地域環境との共生を目指しています。

環 境 編

3P a r t

石炭火力発電所の環境保全対策
J-POWERグループでは、石炭火力発電所の運転に伴う地域環境への影響を少なくするよう、最新の技術と知見に

より、大気汚染防止、水質汚濁防止、騒音・振動防止などの環境保全対策を講じています。

ボイラ、タービン、送風ファンなど騒音・振動を発生させる設備は、建屋内への
収納を行い、その発生防止に努めています。また屋外設備についても必要に応
じて防音カバー、防音壁などを設置しています。騒音・振動の大きさは、敷地境
界で定期的に測定し、基準値以下であることを確認しています。

騒音・振動防止

排煙脱硫装置から排出される水や事務所排水などは、総合排水処理装置に
おいて、凝集・沈殿・ろ過等により適切に処理しています。処理後の水は、自動
測定装置による常時監視および定期的な分析により、水質汚濁防止法や環境
保全協定の基準値以内であることを確認しています。

水質汚濁防止

石炭や石炭灰の取扱時に
粉じんが飛散しないよう、密
閉式のコンベアや貯蔵サイロ
を設置したり、地形や気象条
件などの状況に応じて、遮風・
散水などの対策を行っていま
す。また、石炭灰の埋立処分場
では、表面を覆土し、浸出水に
ついては、処理装置を用いて
適切に処理しています。

粉じん対策

発電に使用した蒸気の冷却用に
海水を取水し、温排水  用語集  とし
て放流しています。取水・放水時に
は周辺海域の海生生物等に影響
を与えないよう、適切に管理して
おり、温排水の温度は24時間常時
監視し、協定で定める基準値以下
であることを確認しています。

温排水対策
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廃棄物の
有効利用（P71参照）

排煙監視
テレビ

押込
通風器

石こう

電気集じん器
排煙脱硫装置
排煙脱硝装置

ばい煙
測定装置

高煙突

石炭灰

空気

排ガス
2010年度ばい煙排出実績

種類 装置（除去）の効率 排出量 原単位
SOx 64〜99％ 10.1千t 0.17g/kWh
NOx 72〜94％ 28.0千t 0.48g/kWh
ばいじん 99％（設計値） 0.8千t 0.01g/kWh

※原単位 ： 火力発電所の発電電力量あたりの排出量
※ばいじん排出量は、月1回の測定値から算出

ボイラ用水・冷却用水・湿式排煙脱硫装置等に
工業用水を使用しており、そのほとんどが水蒸
気として大気中に放出されています。大気放出
されなかった排水や雨水等は回収し再利用する
ことで工業用水の使用量節減を行っています。

工業用水節減対策

石炭等燃料の燃焼に伴い、硫黄酸化物（SOｘ） 用語集  や窒
素酸化物（NOｘ） 用語集  、ばいじん 用語集  が発生します。これ
らを除去するために、燃焼方法を改善したり、排煙脱硫装置
や排煙脱硝装置、電気集じん器などの排ガス浄化装置を設置
しています。設置された年代などにより各装置の性能は異な
りますが、その時点での最新技術を導入しており、高い効率
で除去しています。これらの装置は、排煙の状況を連続監視
できる測定装置が設置され、自動制御で運転されています。
また、運転員が24時間監視し、異常時には迅速に対応できる
ようにしています。

大気汚染防止

排煙脱硝装置などでは、アンモニア
を使用するため、日常巡視点検などによ
り、アンモニア使用装置や受入貯蔵設
備からの漏洩防止に留意しています。
悪臭の強さは敷地境界で定期的に測定
し、基準値以下であることを確認してい
ます。

悪臭防止

常緑樹を主体とした植栽
を実施し、構内が緑化され
ています。

緑化

J-POWERグループ国内全施設の土壌汚染調査を実施（2004
年度〜2006年度）し、土壌・地下水汚染のないことを確認しまし
た。今後も土壌汚染のないよう努めていきます。

土壌汚染対策

火力発電における発電電力量あたりのSOx、NOx排出量の国際比較

〔g/kWh〕

米国
（2005）

カナダ
（2005）

英国
（2005）

フランス
（2005）

ドイツ
（2005）

イタリア
（2005）

日本
（2009）

磯子
（2010）

J-POWER
（2010）

窒素酸化物（NOx）硫黄酸化物（SOx）

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5
5.0

0.10.02 0.05

0.80.6 0.7 0.8

3.43.5

1.41.4

3.4

1.6

3.3

1.2

0.2
0.48

0.17

石炭火力 石炭・石油・ガス火力の合成

＊�電気事業連合会資料よりJ-POWER作成。日本は10電力＋J-POWER。
＊J-POWERと磯子は、石炭火力の原単位を示す。
＊J-POWERと磯子以外は、石炭、石油、ガス火力を合成した原単位を示す。
＊「磯子」は、「J-POWER磯子火力発電所」を示す。
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Part 3　地域環境問題への取り組み

循環型社会の実現に向けて
　J-POWERグループは、循環型社会の構築のため、私たちが排出する廃棄物などの有効利用、
発生の抑制とその適正処理を行うとともに、それらを活用した事業にも取り組んでいます。

2010年度の産業廃棄物  用語集  の発生総量は234万t、
そのうち再生・再利用した資源は226万t（97％）でした。
J-POWERグループでは今後、さらなる石炭灰の有効利用
促進と、発電所の保守・運転等に伴って発生する産業廃棄物
の削減に取り組み、「廃棄物ゼロエミッション を目指し、
2011年度以降もJ-POWERグループ全体で産業廃棄物の
有効利用率97％を達成するよう努める」こととしています。

（Ｐ46,84参照）

石炭灰／石こうの有効活用
石炭火力発電所から排出される石炭灰は、粘土代替のセ

メント原料、土地造成材、コンクリート混和材などの土木・建

築資材、肥料（P86参照）などの農林水産用資材として、そ
のほとんどが有効利用されています。また、排煙脱硫装置
の運転により発生する石こうや硫酸は100％有効利用して
います。

●石炭灰有効利用例
石炭灰の管理型最終処分場の表面遮水工にフライアッ

シュモルタル を使用しました。これにより石炭灰の有効
利用を促進しました。

廃棄物の有効利用と削減

産業廃棄物と石炭灰の有効利用率の推移

石炭灰有効利用の内訳

0

50

100

150

200

石炭灰の有効利用率

1990 2005 2006 2007 2008 2009 2010（年度）

石炭灰量（万t） 有効利用率（％）

0

25

50

75

100

産業廃棄物の有効利用率 埋立処分 有効利用量

★
目 標

194万ｔ
石炭灰発生量

123.3万ｔ
セメント・コンクリート

60.7万ｔ
土地造成材

4.3万ｔ
土木・建築資材

2.0万ｔ
農林水産用資材

3.6万ｔ
埋立処分（陸上埋立）

有効利用

ダイオキシン類除去用活性炭「エポコール」
J-POWERグループが取り扱っている、廃棄物焼却施設向け

のダイオキシン類 用語集  除去用粉状活性炭「エポコール」は、石
炭火力発電所の乾式排煙脱硫装置から排出される粉状活性炭
を製品化したもので、ユーザーや設備メーカーから性能・品質・
価格が安定していることが評価されています。

この事業の取り組みはJ-POWERグループの廃棄物削減・リ
サイクル率向上はもとより、循環型社会構築への貢献を目的と
しており、また市販の活性炭生産段階で発生するCO₂の削減
を可能とする地球温暖化防止への取り組みとも捉えています。

今後もこの事業を、環境との共生を目指す社会の一員として継
続していきます。

COLUMN

ゼロエミッション
国連大学により提唱された構想であり、異業種産業（企業）間の連携により廃棄物の資源化を可
能とするシステムを創設し、廃棄物（最終処分量）を限りなくゼロに近づけていこうとするもの。

フライアッシュモルタル
石炭灰に少量のセメントを添加して、海水で練り混ぜて製造する硬化体。高い遮水機能
と、構造物としての強度を併せもつ。

Dictionary

エポコール（粉状活性炭）

火力発電所
乾式排煙処理施設

（循環・再生使用）

機械的、
化学的損耗により粉状化

粒状活性コークス

※1990年度はJ-POWERの石炭灰のみ、2005年度以降および目標は
　グループ会社も含む全産業廃棄物の有効利用率を示します。

フライアッシュモルタルを利用した産業廃棄物最終処分場の表面遮水工
（J-POWER 響灘３号埋立地（北九州市））

フライアッシュモルタル
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建設副産物の有効利用
電力設備の新設や補修などで発生する建設副産物につ

いては、コンクリート塊や伐採木の再資源化、建設発生土の
構内での活用など、請負業者などと一体となって推進して
います。

ダム湖流木の有効利用
J-POWERグループでは、水力発電所のダム湖に流れ込

む流木の有効利用に取り組んでいます。ダム湖から回収し
た流木は、木炭の製造や木酢液の採取に利用するのをはじ
めとして、流木をチップ化し、そのチップを利用したグランド
カバー材やボイラ燃料、堆肥に使用されるなど、広く有効利
用されています。

流木から作成されたチップ

池原ダム公園（奈良県）グランドカバー材として利用しているチップ

3R推進月間における活動の様子（J-POWER本店）

J-POWERグループの各オフィスにおいては、紙類、ビ
ン、缶、プラスチック類などの分別収集、コピー用紙の裏面
利用、封筒の再利用などの取り組みにより一般廃棄物の低
減に努めています。

また、古紙の再資源化率については、グループ全体の
「コーポレート目標」（P49参照）達成に向けて、従業員一人
ひとりがさらに意識を高めて取り組み、2010年末までの目
標を達成しました。これらのオフィスから発生する一般廃棄
物についても、減量化や分別の徹底、再利用の拡大など3R
を推進しています。

グリーン調達の推進
J-POWERグループでは、循環型社会の構築に貢献する

べく「J-POWERグループ グリーン調達ガイドライン」を定
め、グループ全体でグリーン調達 用語集  の推進に取り組ん
でいます。

そ の 適 用 範 囲 は 、オフィス 事 務 用 品 にとどまらず 、
J-POWERグループが調達するすべての製品・サービスに
適用することとしています。請負工事などの発注に際して
は、受注者が業務を遂行するにあたり環境配慮を積極的に
実施するように仕様書などに明記することを定めるなど、取
引先企業に対しても環境への配慮を働きかけるよう幅広い
取り組みを推進しています。

また、オフィス事務用品（文具類）のグリーン調達率、再生
コピー用紙の調達率ならびに低公害車等の保有台数率に
ついてグループ全体の「コーポレート目標」を定め（P49参
照）、継続的にグリーン調達の推進に取り組み、2010年末
までの目標を達成しました。

3R 推進月間
J-POWERでは、10月の3R推進月間を活用し3Rに関す

る当社事例の紹介などを実施しました（J-POWER本店）。
事業において発生する石炭灰や流木の処理状況をはじめ、
家庭において推進できる3R活動の紹介などを通じて、3Rに
関する従業員の理解と3R推進のための意識向上に向けた
活動を実施しました。

オフィスにおける取り組み

http://www.jpower.co.jp/company_info/environment/
kankyo04gl.html

3R（スリーアール）
ゴミを減らし、循環型社会を構築していくための考え方を表した言葉で、以下の３つの取り組みの頭文字（Ｒ）をとって３Ｒとしている。
①「ゴミの発生抑制／Ｒｅｄｕｃｅ（リデュース）、②「再使用／Ｒｅｕｓｅ（リユース）」、③「資源としての再生利用／Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイクル）」

Dictionary
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Part 3　地域環境問題への取り組み

Voice 環境保全活動へのお手伝い

環境教育プログラム～蝶
ちょう

でいっぱいの発電所～
石川石炭火力発電所では、地域の小学生とご父母の皆さんを対象に本活動

を2008年度から行っています。発電所構内にはカワセミ等を含め多種多様な
動植物が生息・生育しているので、『身近な地域の自然を知ろう』を学習テーマ
に、その特性を活かした自然観察を五感を使って行います。

また沖縄でよく見られる20種類以上の蝶が発電所構内で確認されているの
で、『身近な生きもの蝶を知ろう』を学習テーマに、日本最大の蝶であり地元う
るま市のシンボルでもあるオオゴマダラ（羽を広げたときの長さが約15cm）
を中心に、成長過程の観察や食草について学びます。

生きものに興味のなかった児童も、次第に我先に何か発見しようとあちらこ
ちらで元気一杯な歓声があがります。「色々な生き
ものについて知ることができて面白かった。」「発
電所にいっぱい自然があるなんて!」という声を励
みに、「知る」喜びを広げていきながら、発電所の
環境保全活動についてご紹介する助力となるよう
努めたいと思います。

北海道十勝地方には、環境省レッドデータブックで絶滅危
惧IA類（北海道では絶滅危機種（Cr））と分類されているシ
マフクロウが生息しており、J-POWERグループでは、環境
保全対策としてシマフクロウの生育に影響を与えないよう、
営巣期を外して作業を実施するなど配慮を行っています。

北海道十勝地方のシマフクロウ
奥只見ダム・大鳥ダム（福島県・新潟県）周辺では、環境省

レッドデータブックで絶滅危惧IB類として分類されているイ
ヌワシが生息しており、J-POWERグループでは営巣期間中
の屋外作業を極力回避するなどの配慮を行っています。ま
た、その付近で作業を実施する必要が生じた場合には、営巣
状況の確認とともに鳥類専門家の意見を踏まえながら、作
業用車両の通行規制や騒音の低減等の対応を行い、イヌワ
シの営巣に極力影響を与えないよう配慮しています。

奥只見・大鳥周辺のイヌワシ

生物多様性への配慮

生物多様性保全への取り組み
J-POWERグループは、事業活動における、生物多様性の保全への配慮を行い、自然環境との共生・調和に努めています。

また、発電所の新設等をする際には環境アセスメント（環境影響評価）を実施し、地域の方々などの意見を反映しながら環境保
全のために適切な配慮を行うとともに、モニタリングを行いながら自然との共生に向けた環境保全対策を実施しています。

シマフクロウ（写真提供：釧路市動物園） 

イヌワシの幼鳥

オオゴマダラ

みんなでオオゴマダラの放蝶（石川石炭火力発電所／沖縄県）（株）ジェイペック 石川カンパニー 運転グループ　山城 忍
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ダム水路式ならびに水路式の水力発電所では、ダム上流
で取水した河川の水をダムよりも下流に位置する発電所ま
で水路により導水するため、ダムの取水地点から発電後河
川へ放流されるまでの区域においては、河川の水量が減少
します。そのため、国土交通省をはじめとする関係機関と協
議し、ダムより適量の貯留水を河川維持流量  用語集  として放
流し、河川の水量を維持する取り組みを行っています。この
ように、ダムより河川維持流量を放流することで、河道を維
持し、下流河川の魚類などの水生生物や生態系への環境配
慮を行っています。

台風や集中豪雨時などは河川の水に濁りが生じますが、
ダム湖はその貯水機能上、この濁り水を滞留させやすく、発
電に伴う放流水により河川の濁りが長期化することがありま
す。J-POWERグループでは、濁度計による測定や採水によ
る水質分析を行い水質の監視に努めるとともに、出水時の
濁り状況を適宜監視し、ダム放流に合わせて濁水を早期に
通過させたり、表層の比較的濁りの少ない水を優先的に取
水し発電できる「表面取水設備」の設置や、ダム上流からの
清流をダムに貯水せず直接下流に放流する「清流バイパス
設備」を設置するなどの対策に取り組んでいます。また、濁
水の発生が著しい地域では、その予防対策として、国や県な
どが行う山林の管理・育成などの事業にも協力しています。

奥只見・大鳥発電所増設工事に伴い、発生した掘削岩を
奥只見ダム下流左岸に埋め立てる計画としました。しかし、
そこには山岳地域の湿地に依存する生態系があるため、代
替湿地を設けることにより、埋立てと湿地生態系保全との両
立を実現しました。湿地の復元には慎重な植物の移植とと
もに、もとの湿地と代替湿地とをなるべく長期間並存させて
トンボ類等の自然移動を促すなど細心の注意を払いながら
行い、こうした取り組みが評価され2005年度に土木学会環
境賞を受賞しました。その後のモニタリング調査の結果で
も、希少なトンボ類の生息が継続して確認されています。

河川維持流量の放流

ダム湖の水質管理

湿地の復元

水環境との調和

小森ダム（三重県）　河川維持流量放流の様子 

表面取水設備（池原ダム／奈良県） 

奥只見発電所　湿地復元地

ダム貯水池堆砂に対する対策
ダム貯水池には、毎年上流域より土砂が流れ込んでおり、一部の土砂はダム

貯水池内に堆積していきます。長時間、土砂が堆積することにより河床が上昇す
るため、貯水量は減少し、また出水時におけるダム貯水池周辺および上流域にお
ける冠水を防ぐための対策が必要になります。そのため、J-POWERグループで
は、浚

しゅん
渫
せつ
（河川の底の土砂を取り去ること）・湖外搬出、湖内移送などの堆砂対策

を実施しています。

COLUMN

浚渫船（佐久間ダム／静岡県・長野県） 
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Part 3　地域環境問題への取り組み

化学物質等の管理
　化学物質等については、法律の遵守を徹底して厳重に保管・管理を行っています。
また、PCB   については、国の広域処理計画   に基づき無害化処理を行っています。

PRTR制度とは「化学物質の環境への排出量と廃棄物に
含まれた形で移動する化学物質の量を登録して公表する仕
組み」のことで、1999年に法が制定され、2001年度から対
象化学物質の把握が開始されました。

J-POWERグループは、塗装や火力発電所の給水処理な
どに化学物質を使用していますが、従来から購入量、使用
量などを把握し、適正管理を行っています。使用量の削減
に取り組むとともに、使用に際しては決められた手順を遵
守するなど、適正管理に努めています。また、ダイオキシン
類 用語集  についても設備の適正管理などにより排出抑制に
努めています。

流木の炭化処理などのために、焼却炉（ダイオキシン類対
策特別措置法で規定された特定施設）を3事業所で保有し
ています。これらの特定施設では、事前分別処理や燃焼温
度などの適切な維持管理を行っています。同法の規定によ

J-POWERグループは石綿（アスベスト）への対応方針を
策定のうえ、健康調査や機器・建物への使用状況調査およ
び対策を行ってきました。

なお、使用が確認された石綿を含む製品については、飛
散防止対策を図るなど適切に管理しながら、計画的に除去
や代替品への取り替えを進めていきます。除去した石綿を
含む廃棄物については、廃棄物処理法に基づき適正に処理
していきます。

PCBの管理および処理
PCBは耐熱性・絶縁性に優れているため、絶縁油として変

圧器などの電気機器に広く使用されてきましたが、その有
害性が問題となり、1974年に製造・輸入の禁止、保有者へ
の厳重な保管・管理が義務付けられました。2001年7月に
はPCB特別措置法が施行され、PCB廃棄物の適正な処理
も義務付けられました。

J-POWERグループは、2005年2月から国の広域処理
計画に基づいて処理を開始し、絶縁油（高濃度PCB含有）約
27kℓを処理しています（2011年3月末時点）。J-POWER
グループにおける絶縁油（高濃度PCB含有）の保管量は約
109kℓ（2011年3月末時点）で、全国31地点に保管庫など
を設置して厳重に保管・管理しています。

微量PCB混入問題
本来は含まれていないはずの重電機器から極微量の

PCBが検出され問題となりました。J-POWERグループに
おいては、必要に応じて分析を行い、混入が判明した絶縁油
使用機器については厳重に管理し、当該諸法規に従って届
け出を行っています。私たちはこの問題に対し、適切に対応
していきます。

PRTR（環境汚染物質排出・移動登録）法

ダイオキシン類対策

石綿（アスベスト）問題

PCB廃棄物対策
PRTR法対象化学物質の排出量・移動量実績（2010年度）

物質名 主な用途 取扱量 環境への
排出量

廃棄物
としての
移動量

71 : 
塩化第二鉄

排水処理
の薬剤 10.36t/y ─ 10,360kg/y

80 : 
キシレン

機器の
塗装 1.57t/y 1,556kg/y ─

243 : 
ダイオキシン類

廃棄物
焼却炉 ─ ─

330
mg-TEQ/y

321 : 
バナジウム
化合物

触媒 1.49t/y ─ 1,493kg/y

333 : 
ヒドラジン

ボイラ
水処理剤 1.94t/y 0.01kg/y ─

405 : 
ほう素化合物

肥料
添加剤 12.19t/y 0.01kg/y ─

※第一種指定化学物質を年間1t以上、または特定第一種指定化学物質を年間0.5t
以上取り扱う事業所を対象に集計しました。

※ダイオキシン類は廃棄物焼却炉などからの排出量を集計しました。

Part 3　地域環境問題への取り組み

り排ガス中のダイオキシン濃度などの年1回以上の測定、
自治体への報告を行いますが、2010年度はすべて排出基
準値以下でした。
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透明性・信頼性への取り組み
J-POWERグル－プは、あらゆる事業活動において環境マネジメントの改善とコンプ

ライアンスの徹底を図るとともに、幅広い環境情報の公開に努めながら、社会からの
信頼を得られるよう努めています。

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
継
続
的
改
善

環 境 編

P a r t

環境マネジメントの継続的改善
私たちは企業理念に基づき環境保全活動を行うにあたり、2002年にJ-POWER全事業所における環境マネジメ

ントシステム（EMS） 用語集  の導入を完了するとともに、2005年末にはJ-POWER全発電・送変電・通信事業所での
ISO14001 認証取得を完了しました。また、2007年度末までにその時点での全連結子会社へのEMS導入を行ってお
り、今後も継続的改善に努めていきます。なお、2008年度以降についても全連結子会社へのEMS導入を目指しており、
一部の未導入の連結子会社では導入に向けた検討を進めています。

J-POWERグループの環境経営全般について審議・調整・
報告するためにJ-POWERでは環境担当役員を議長とし、
関係する役員および各部門の長を委員とする環境経営推進
会議を設置しています。

また、その内部組織としてJ-POWERグループ環境経営
推進協議会を設置し、グループ全体での協議・調整を行って
います。J-POWERグループ各社では、毎年J-POWERの

経営層により見直されるJ-POWERグループ環境行動指針
（P47参照）に基づき、実行単位ごとに環境行動計画を策定
し、定期的な取り組み状況の把握と評価、取り組み方策の見
直し（PDCAマネジメントサイクル ）を行っています。

なお、電力設備等の維持管理を行うJ-POWERグル−プ
各社は、保守・運用事業所（各火力発電所・地熱発電所、各支
店等）においてISO14001認証を取得しており（P82参照）、
他のグル−プ各社も事業活動に応じたEMSを構築・運用し
継続的な改善に努めています。

環境経営の推進

ISO14001
国際標準化機構（ISO）が策定している環境管理に関する国際規格ISO14000
シリーズのひとつで、環境マネジメントシステムの要求事項を規定したもの。

PDCAマネジメントサイクル
Plan（計画）Do（実行）Check（点検）Action（行動）からなるサイクル。環境管理システムにおい
ても、このサイクルを繰り返し回すことにより継続的改善を図っていくことが基本となる。

J-POWERグループ環境マネジメント組織図（2011年3月現在）

地球環境戦略部会

常務会

取締役会

環境経営推進会議
J-POWER 本店

J-POWER事業所

秘書広報部

主要グループ会社

経営企画部

水力エンジニアリング部

国際業務部・国際営業部

業務監査部
エネルギー業務部
環境エネルギー事業部

※支店は、管轄する水力発電、送電、変電、情報通信、運転制御設備の
保守・運用等を担当しています。

J-POWER グループ
環境経営推進協議会

糸魚川発電 （株）、（株） ベイサイドエナジー、市原パワー（株）

（株）水力機電工事、（株）MT電設

（株）テレシステム
開発肥料（株）

日本ネットワーク･エンジニアリング （株）

ジェイパワー･エンテック（株）、JM活性コークス （株）

（株）グリーンパワーくずまき、（株）グリーンパワー瀬棚、（株）ドリームアップ苫前、（株） 
グリーンパワー阿蘇、長崎鹿町風力発電 （株）、仁賀保高原風力発電（株）、
（株）ジェイウィンド田原、（株） グリーンパワー郡山布引、大牟田プラントサービス（株）

（株）JP ハイテック
（株）ジェイペック

（株）JPビジネスサービス

開発電子技術（株）
（株）開発設計コンサルタント
（株）JPリソーシズ

（株）電発コール・テックアンドマリーン、グローバルシッピング （株）、
竹原機電 （株）、横浜機電 （株）、関西機電 （株）、九州機電工事 （株）

連結子会社

若松総合事業所

設備企画部
総務部

火力エンジニアリング部

水力・送変電部

支店※、建設所、工事所

火力発電所、地熱発電所

火力発電部
原子力業務部・原子力建設部

大間原子力建設所

技術開発センター

茅ヶ崎研究所、若松研究所

（株） エコジェノミクス

Dictionary

76J-POWERグループ サステナビリティレポート2011



開発電子技術（株）のISO14001の取り組み
開発電子技術（株）におけるISO14001の認証は、2005年12月に本店機関で、翌2006年12月に全機

関で取得し、社長をトップとした全社組織で環境活動に取り組んでいます。
この取り組みでは、J-POWERグループの一員としての活動の他にも、一般（外部）事業のグループ外の

顧客である移動体通信会社やガス会社からのISO14001の環境活動の要請にも応えて活動しています。
また、当社における環境活動は、環境負荷低減や法令順守等の取り組みだけではなく、工事現場におい

て作業員への環境意識の喚起を行うとともに、近隣への環境配慮を行いつつ工事を進め、現場パトロー
ルや内部監査等を通じてPDCAを回しながら継続的改善を図っています。（写真は2005年以降工事現場
に掲示している環境活動ポスター）

COLUMN

J-POWERグループで環境面における緊急事態が発生し
た場合には、次のとおり対応します。

①�J-POWERグループ各事業所の危機管理責任者等は
被害拡大防止等の必要な措置を講じるとともに、地元
関係機関、J-POWER本店危機管理対策チームおよび
所管部へ連絡。

②�J-POWER本店危機管理対策チームは、経営トップへ
速やかに報告し、緊急事態の発生情報をマスコミなど
を通じて公表。

環境に関するトラブル事象の発生状況
2010年度にJ-POWERグループ内で環境法令に抵触する

トラブル事象は発生しませんでした。2010年6月以降マスコ
ミを通じて公表したトラブル事象が1件ありました。今後とも管
理体制の強化等によりトラブルの再発防止に努めていきます。

Part   　透明性・信頼性への取り組み

J-POWERグループでは、環境問題に対する認識を深め、
自らの責任感を醸成するため、従業員に対して環境に関す
る社内外の研修を多数実施しています。

2010年度は、環境諸法令の一層の理解を促進し、コン
プライアンス徹底を目的に各種研修を実施しました。また、
2010年の国際生
物多様性年にあわ
せてグループ全従
業員を対象に、生物
多様性の保全に関
するeラーニングを
実施しました。

環境教育・研修の推進

メディア 種別 研修項目 実績
環境法令等、

遵守徹底に向けた
主な内容

一般
教育

環境経営
全般

環境説明会、
各種環境講演会 約870名 J-POWERグループ

の取り組み

eラーニング

J-POWER
グループサステ
ナビリティ
レポート

（環境編）

81％ サステナビリティ
レポートの概要

生物多様性 84％ 生物多様性保全に
ついて

専門
教育

EMS運用

内部環境監査員
研修 57名 ISO14001要求事項、

監査手法

監査員
フォローアップ
研修

57名 不適合事項の
指摘演習等

環境法規制

廃棄物処理
スキルアップ
研修

72名
廃棄物処理法、
業者選定ガイドライン
の運用等

廃棄物処理
リスク診断 6カ所

契約書やマニフェスト
の法定記載事項
チェック等

環境法令
階層別研修 149名 環境関連法令の

解説等

eラーニング EMS講座
（詳細編）

継続
実施

ISO14001要求事項、
監査方法等（ ）

2010年度 環境関係研修等実績

地点 状況・対策

佐久間ダム
貯水池

（愛知県北設楽郡
豊根村）

2010年9月21日、佐久間ダム貯水池において、堆砂の浚渫工事を行
う浚渫船に給油する給油船への給油作業中に、給油船船体ハッチから
軽油（推定約5.3ｋℓ）が流出しました。原因は、給油作業における作業手
順書の未遵守によるものです。
事故発生直後、直ちにオイルフェンスの設置等の軽油の拡散防止、な
らびに吸着マット等による回収作業を実施し、佐久間ダム下流への軽
油の拡散はありませんでした。
対策として、給油装置への自動停止装置の設置、作業手順書の見直し、
作業員に対する作業手順遵守の教育、河川管理者等の関係機関との
連絡体制の強化等により、類似事案の再発防止に取り組んでいます。

環境面における緊急事態発生時の対応と情報の公表

自治体 官公署地　元 公　表

J-POWERグループ各事業所 J-POWER本店

発見者 経営層

危機管理対策チーム

所管部 環境マネジメント
グループ

危機管理責任者等

※2010年4月から同年5月にかけて、以下の２件のトラブル事象が発生しました。
　①風車基礎周辺への潤滑油の飛散（長崎鹿町ウィンドファ−ム）
　②石炭灰船積み作業中における石炭灰の漏出・飛散（竹原火力発電所）
　上記トラブル事象の発生状況および対策については、「J-POWERグループ
　サステナビリティレポート2010」に掲載しています。

http://www.jpower.co.jp/company_info/environment/pdf/er2010pdf/index.html
● J-POWERグループサステナビリティレポート2010

廃棄物リスク診断の状況（磯子火力発電所／神奈川県）

環境面の緊急事態発生時の対応
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社外の評価・意見

『J-POWERグループ サステナビリティレポート2010』（2010年7月発行）に対し、読者の皆さまより多数のご意見をいただく
ことができました（アンケート回答者数552名）。これら貴重なご意見を今後のレポート作成やJ-POWERグループの取り組みへ
の大切なメッセージとして受け取り、今後の事業活動に役立てていきます。

J-POWERグループは、サステナビリティレポートに対するアンケートや審査など、第三者による評価・意見を取り入れることに
努めています。これらの評価・意見を通じて、J-POWERグループに期待される事業展開と環境活動を把握し、企業活動の向上を
図るとともに、それらを公表することによって信頼性と透明性の向上を図っていきます。

読者意見

アンケート回答者内訳 レポートの情報量・内容

関心度の高い項目（複数回答可） レポートのデザインレイアウト

株主・投資家
76%

市民
19%

その他
2%

調査・
研究機関関係者

1%

企業の環境・
CSR関係者
1%

政府・
行政関係者
1%

大変充実している42%

51%

6%

1% 0%

充実している
普通
不足している
大変不足している

特集／海外での取り組み

コーポレート・ガバナンス

電力安定供給への取り組み

コミュニケーションの充実に向けて

J-POWERグループの環境経営

地球環境問題への取り組み

地域環境問題への取り組み

透明性・信頼性への取り組み
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（名）

大変見やすい
31%

51%

16%

2%

見やすい
普通
見づらい
大変見づらい

0%

代表的なご意見 ご意見に対する回答

「電力事業が否応なく環境への負荷を与えている」
という認識を前提としている点に好感が持てた。
是非、その認識を従業員一人ひとりが共有できる
ようになってほしい。

「人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献する」という企業理念を
従業員全員が真に共有し、「エネルギーと環境の共生」を目指して様々な事業活動に取り組んでいきます。

今般の原発事故を教訓として、原子力発電施設の
安全をシビアに見直してください。

Ｊ-ＰＯＷＥＲでは、今後、福島第一原子力発電所の事故に対する安全強化対策等の検討を進め、国の方針な
ども踏まえたうえで、必要な対策について常に適切に反映しながら、地域のご理解を賜り、皆さまから信頼
される安全な発電所作りに向け全社をあげて取り組んでいきます。

【本レポート Ｐ１１～Ｐ１３「大間原子力発電所の状況について（報告）」をご参照ください。】

特集の『海外での取り組み』は大変参考になりまし
た。今後、特に海外での事業展開が大きくなるこ
とを期待します。

J-POWERグループは、海外技術協力をはじめとする約50年の実績を有する「海外コンサルティング事業」
と経営の第2の柱として注力する「海外発電事業」の両分野を推進し、日本国内で培った発電事業での環境
保全技術などを活用して世界の持続可能な発展に貢献していきます。

【本レポート Ｐ３１～Ｐ３２「海外での取り組み」をご参照ください。】

地域環境と自然の恵みに配慮されて、生物の対応・
管理に協力され、これからも環境保全に努めてい
ただきたい。

J-POWERグループは、事業活動にあたり、生物多様性の保全への配慮を行うとともに、自然環境との共
生・調和に努めています。
また、発電所の新設等をする際には環境アセスメント（環境影響評価）を実施し、地域の方々などの意見を
反映しながら環境保全のために適切な配慮を行うとともに、モニタリングを行いながら自然との共生に向
けた環境保全対策を実施しています。

J-POWERグループに期待する取り組み

そのほかの主なご意見とご意見に対する回答については、ホームページで紹介しています。 http://www.jpower.co.jp
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社外の評価・意見

J-POWERグループサステナビリティレポート2011に記載の環境・社会情報および同パフォーマンスデータ（以下、サステナビ
リティ情報）については、一般社団法人サステナビリティ情報審査協会のサステナビリティ報告書等審査・登録制度において定め
る重要なサステナビリティ情報の正確性および網羅性に関して、（株）新日本サステナビリティ研究所による審査を受審し、「独立し
た第三者による保証報告書」を受領しています。

本レポートの裏表紙に掲載しているJ-SUSマークは本レポートに記載するサステナビリティ情報の信頼性に関して同協会が定
める「サステナビリティ報告審査・登録マーク付与基準」を満たしていることを示すものです。

J-POWERの製品である電力は、環境ラベル「エコリーフ」に製品名「卸電力」として（社）産業環境管理協会により認証登録され、
同協会のホームページで公開されています。

環境ラベルは、ISOが規定しているタイプ「Ⅰ」「Ⅱ」「Ⅲ」の3種類に分類されます。エコリーフはタイプ「Ⅲ」に区分されるもので、ラ
イフサイクルアセスメント（LCA）手法により、製品の製造・使用・
廃棄の全段階の環境負荷を定量的に算出し、第三者による認証
を受けたものです。

詳しくは右記（社）産業環境管理協会ホームページをご参照く
ださい。

本レポートの正確性等

エコリーフ環境ラベルの認証取得

『J-POWERグループサステナビリティレポート2011』に対する
独立した第三者による保証報告書

http://www.jemai.or.jp/ecoleaf/index.cfm
● （社）産業環境管理協会ホームページ

審査受審の様子（九
く

頭
ず
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りゅう

電力所／福井県）

審査受審の様子（九
く

頭
ず

竜
りゅう

電力所／福井県）

審査受審の様子（J-POWER本店）

79 J-POWERグループ サステナビリティレポート2011



資 料 編
REF ERENCE

主なJ-POWER事業所一覧
主な連結子会社一覧
コンプライアンス行動指針
電気事業における生物多様性行動指針
ISO14001認証取得事業所等一覧
環境関連年度別データ
J-POWERグループの環境ビジネス
環境会計データ一覧
温暖化対策に関する条約など
電気事業における環境行動計画
用語解説

81

82

83
85
87
88
89
90

佐久間周波数変換所（静岡県）

80J-POWERグループ サステナビリティレポート2011



主なJ-POWER事業所一覧 （2011年3月現在）

主な連結子会社一覧  （2011年3月現在）

国内 名称 所在地
本店 東京都中央区
水力・送変電部 北海道支店 北海道札幌市

東日本支店 埼玉県川越市
中部支店 愛知県春日井市
西日本支店 大阪府大阪市
大間幹線建設所 青森県むつ市
西東京送電線工事所 埼玉県川越市
北本電力ケーブル工事所 北海道亀田郡七飯町

火力発電部 磯子火力発電所 神奈川県横浜市
高砂火力発電所 兵庫県高砂市
竹原火力発電所 広島県竹原市
橘湾火力発電所 徳島県阿南市
松島火力発電所 長崎県西海市
松浦火力発電所 長崎県松浦市
石川石炭火力発電所 沖縄県うるま市
鬼首地熱発電所 宮城県大崎市

国内 名称 所在地
大間現地本部 大間原子力建設所 青森県下北郡大間町

青森事務所 青森県青森市
水力エンジニアリング部 胆沢水力建設所 岩手県奥州市
設備企画部 若松総合事業所 福岡県北九州市
経営企画部 北陸支社 富山県富山市

中国支社 広島県広島市
仙台事務所 宮城県仙台市
高松事務所 香川県高松市
福岡事務所 福岡県福岡市

技術開発センター 茅ヶ崎研究所 神奈川県茅ヶ崎市
若松研究所 福岡県北九州市

海外 名称
中国 北京事務所
ベトナム ハノイ事務所
スリランカ アッパーコトマレ水力工事監理事務所
ベトナム ソンラ水力工事監理事務所

資  料  編

会社名 出資比率（％） 業務内容 本店所在地
（株）ベイサイドエナジー 100 電気供給業等 東京都中央区
（株）グリーンパワーくずまき 100 風力発電施設の建設、運営等 岩手県岩手郡葛巻町
（株）グリーンパワーあわら 100 風力発電施設の建設、運営等 福井県あわら市
はまなす風力発電（株） 100 風力発電施設の建設、運営等 北海道島牧郡島牧村

（株）ジェイウィンド東京 100 風力発電施設の建設、運営等 東京都中央区
（株）ジェイウィンド田原 100 風力発電施設の建設、運営等 愛知県田原市
（株）ジェイウィンド石廊崎 100 風力発電施設の建設、運営等 静岡県加茂郡南伊豆町
（株）グリーンパワー瀬棚 100 風力発電施設の建設、運営等 北海道久遠郡せたな町
（株）グリーンパワー郡山布引 100 風力発電施設の建設、運営等 福島県郡山市
（株）グリーンパワー常葉 97 風力発電施設の建設、運営等 東京都中央区
（株）グリーンパワー阿蘇 87 風力発電施設の建設、運営等 熊本県阿蘇郡西原村
糸魚川発電（株） 80 電気供給業等 新潟県糸魚川市

（株）ジェイペック 100
火力・原子力発電設備に係る工事・技術開発・設計・コンサルティング・保守
調査等、火力発電所の揚運炭、フライアッシュ販売および発電用石炭燃料の海
上輸送等、環境保全に関する調査・計画

東京都中央区

（株）ＪＰハイテック 100 水力発電・送変電設備に係る工事・技術開発・設計・コンサルティング・保守
調査等、用地補償業務、用地測量、土木工事、一般建築、施工監理等 東京都千代田区

（株）ＪＰビジネスサービス 100 厚生施設等の運営、ビル管理、総務・労務・経理事務業務の委託、コンピュータ
ソフトウェアの開発等 東京都江東区

（株）ＪＰリソーシズ 100 石炭の輸入、販売、輸送等 東京都中央区
ジェイパワー・エンテック（株） 100 大気・水質汚染物質除去設備のエンジニアリング事業等 東京都港区
開発電子技術（株） 100 電子応用設備、通信設備の施工、保守等 東京都文京区

（株）開発設計コンサルタント 100 電力施設、一般建築施設等に関する設計、監理、調査および
建設コンサルタント業務他 東京都千代田区

（株）電発コール・テック アンド マリーン 100 石炭灰、フライアッシュ等の海上輸送等 東京都中央区
大牟田プラントサービス（株） 100 廃棄物発電所の運転保守 福岡県大牟田市
日本ネットワーク・エンジニアリング（株） 100 電気通信事業、電気通信設備の運用保守等 東京都中央区
開発肥料（株） 100 石炭灰を利用した肥料の生産、販売等 広島県竹原市
J-POWER AUSTRALIA PTY．LTD． 100 オーストラリアにおける炭鉱プロジェクトへの投資等 オーストラリア国
J-POWER Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ B．V 100 海外投資管理等 オランダ国
J-POWER Ｎｏｒｔｈ Ａｍｅｒｉｃａ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 100 海外投資管理等 アメリカ国
J-POWER ＵＳＡ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 100 海外投資管理等 アメリカ国
J-POWER ＵＳＡ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 100 海外投資調査開発等 アメリカ国
J-POWER Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（Ｔｈａｉｌａｎｄ）Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 100 海外投資管理等 タイ国
J-POWER Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ（Ｔｈａｉｌａｎｄ）Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 100 海外投資管理、調査開発等 タイ国
J-POWER ＵＳＡ Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ ＧＰ ＬＬＣ 100 海外投資管理等 アメリカ国
捷帕瓦電源開発諮詢（北京）有限公司 100 海外投資管理、調査開発等 中国
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コンプライアンス行動指針
⑴ 基本事項
①法律や社内規程等で決められたことを守る　②社会の常識に従って行動する

⑵ 遵守事項
1. 社会との関係
①社会への貢献 
②法令・倫理の遵守、文化・慣習の尊重
③適切な情報の開示
④適正な広報活動
⑤寄付・政治献金規制
⑥反社会的勢力との関係断絶
⑦環境の保全
⑧情報システムの適切な使用
⑨知的財産権の保護
⑩輸出入関連法令の遵守

2.顧客・取引先・競争会社との関係
①エネルギー供給と商品販売の
　安全性と信頼性
②独占禁止法の遵守
③調達先との適正取引
④不正競争の防止
⑤接待・贈答 

3.株主・投資家との関係
①経営情報の開示
②インサイダー取引の禁止

4.官庁・公務員との関係
①適正な許認可・届出手続き
②公務員に対する接待・贈答 

5.社員との関係
①人権尊重・差別禁止
②プライバシーの保護
③職場の安全衛生
④労働関係法の遵守
⑤就業規則の遵守
⑥適正な会計管理と税務処理
⑦会社資産の適切な使用

ISO14001認証取得事業所等一覧 （2011年3月現在）

ISO14001認証取得事業所等一覧
J-POWER各支店（北海道、東日本、中部、西日本）管下機関（水力発電所、送電所、変電所、 情報通信所等）

（株）JPハイテック各カンパニー（北海道、東日本、中部、西日本）管下機関

J-POWER各火力発電所（磯子、高砂、竹原、橘湾、松島、松浦、石川石炭）
（株）ジェイペック各カンパニー（磯子、高砂、竹原、橘湾、松島、松浦、石川）
J-POWER鬼首地熱発電所 ／ （株）ジェイペック鬼首事業所
J-POWER水力エンジニアリング部
Ｊ-ＰＯＷＥＲ環境エネルギー事業部（水環境・インフラＧ）
（株）JPハイテック（送電補償事業本部）
（株）ジェイペック（若松環境研究所）
（株）開発設計コンサルタント本社
開発電子技術（株）全社
市原パワー（株）

企業理念に基づく環境保全活動を行
うにあたり、2002年にJ-POWER全事
業所における環境マネジメントシステ
ム（EMS）の導入を完了するとともに、
2005年末には、J-POWER全発電・送変
電・通信事業所でのISO14001認証取
得を完了しました。

2011年3月末現在、J-POWERグ
ループ各社におけるISO14001認証取
得事業所等の一覧は、右記に示すとおり
です。

電気事業における生物多様性行動指針 （2010年4月 電気事業連合会）

［行動理念］ 電気事業者として、自然の恵みに感謝し、持続可能な事業活動を目指す

Ⅰ. �生物多様性に影響を及ぼす地球温暖化など地球規模で
の環境影響に配慮した電力供給を目指す

① �生物多様性や自然の恵みの重要性を認識し、設備の形成
や運用にあたっては、国内外の生態系及び地域への影響
に配慮する。

② �原子力・再生可能エネルギーの利用拡大、火力発電の熱
効率向上などによるCO₂排出原単位の低減に努める。

③ �設備建設、調達、輸送等における温室効果ガスの排出抑
制に努める。

Ⅱ. �生物多様性に資する環境保全対策に着実に取り組むと
ともに、社会貢献活動に努める。

④ �事業活動による生物多様性への影響を適切に把握・分析
し、その保全に努める。

⑤ �地域特性に応じた緑化など環境保全活動による社会貢
献に努める。

Ⅲ. �生物多様性に資する循環型社会の形成に努める

⑥ �資源の有効利用や廃棄物最終処分量の削減などの3R
（リデュース・リユース・リサイクル）活動を継続し、生物
多様性の保全と持続可能な利用に努める。

Ⅳ. �生物多様性に資する技術・研究開発に取り組む
⑦ �生物多様性の保全と持続可能な利用に資する技術・研究

開発を推進し、その普及に努める。

Ⅴ. �生物多様性について地域との連携を進めるとともに、広
く生物多様性への取り組みに関する情報を発信し共有
に努める

⑧ �地域の人々、地方自治体、研究機関などとの協働に努める。
⑨ �生物多様性に配慮した事業活動について、分かりやすく

情報を発信し、共有に努める。

Ⅵ. �生物多様性に関する社会の意識を深めるよう自発的な
行動に努める。

⑩ 従業員への環境教育の充実に努める。
⑪ 社会の生物多様性への意識向上に貢献する。
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環境関連年度別データ
データは、各年度の年間値または年度末時点値です。
特に記載のない場合は、グループデータ※を含みます。ただし、1990年度はJ-POWERのみのデータです。
※J-POWERおよび国内の連結子会社を対象とし、「電力設備（最大出力）」を除き、共同出資会社の場合、出資比率に応じて集計しています。　＊端数処理により合計が合わないことがあります。

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
水力 万kW 709 856 856 856 856 856
火力 万kW 465 818 818 818 879 879

石炭 万kW 464 795 795 795 855 855
天然ガス 万kW 22 22 22 22 22

地熱 万kW 1 1 1 1 2 2
風力 万kW 21 21 25 27 35
合計 万kW 1,174 1,694 1,694 1,699 1,761 1,769

電力設備（最大出力）

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
水力 百万kWh 12,451 12,212 10,428 9,470 10,004 11,301
火力 百万kWh 29,551 52,429 57,050 53,648 50,742 58,511

石炭 百万kWh 29,452 51,624 56,260 52,979 50,224 58,084
天然ガス 百万kWh 701 686 589 415 355

地熱 百万kWh 99 104 104 80 103 72
風力 百万kWh 254 321 322 393 458
合計 百万kWh 42,002 64,870 67,799 63,439 61,140 70,271

発電電力量

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
水力（揚水発電分を除く） 百万kWh 10,046 10,633 8,287 8,384 9,214 10,267
火力 百万kWh 27,293 49,128 53,576 50,122 47,364 54,786

石炭 百万kWh 27,206 48,381 52,842 49,505 46,887 54,388
天然ガス 百万kWh 652 640 547 383 327

地熱 百万kWh 87 94 94 70 94 71
風力 百万kWh 245 307 310 379 442
合計 百万kWh 37,338 60,006 62,170 58,816 56,957 65,495

販売電力量

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
石炭（乾炭28MJ/kg換算） 万t 956 1,630 1,791 1,697 1,609 1,851
　使用原単位（石炭火力） t/百万kWh 351 337 339 343 343 340
天然ガス 百万m³N 117 115 99 71 60
重油 万kℓ 10 6 5 4 4 4
軽油 万kℓ 1 2 3 3 5 3

燃料消費量

＊使用原単位の分母は石炭火力発電所販売電力量

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
火力平均熱効率（発電端） ％ 39.0 40.4 40.3 40.1 40.3 40.5

J-POWERグループ火力発電所平均熱効率（発電端）
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＊排出原単位の分母は販売電力量
＊排出原単位はCO₂クレジット反映前

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
CO₂排出量（国内外発電事業）※1 万t-CO₂ 2,467 4,491 4,986 4,907 4,652 5,254

kg-CO₂/kWh 0.66 0.68 0.70 0.69 0.66 0.67
　　　　　 （国内発電事業）※2 万t-CO₂ 2,467 4,293 4,684 4,435 4,170 4,784

kg-CO₂/kWh 0.66 0.70 0.74 0.74 0.72 0.72
SF₆　排出量 t − 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1
　     取扱量 t − 6.4 4.4 7.9 5.9 12.0
        回収率 % − 99 99 99 99 99
HFC排出量 t − 0.0 0.1 0.1 0.2 0.1

温室効果ガス排出量

※1：J-POWER単体＋財務連結会社 出資比率分（国内22社＋海外24社）。
　　CO₂排出量については若松研究所を除いています。また、CO₂排出量（国内外発電事業）については、J-POWER単体分に加え、
　　連結子会社および持分法適用関連会社について、当該会社の会計年度を基準に出資比率に応じて集計を行っています。 
※2：J-POWER単体＋財務連結会社 出資比率分（国内22社）。



 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
特定フロン 保有量 t 3.6 1.8 1.8 1.7 1.0 1.0

消費量 t 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ハロン 保有量 t 4.7 4.3 4.6 4.6 4.6 4.6

消費量 t 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他フロン等 保有量 t 2.8 9.9 9.5 9.2 12.6 11.9

消費量 t 0.0 0.3 0.3 0.3 0.1 0.2
HFC（代替フロン） 保有量 t − 8.4 5.9 10.8 11.3 12.0

消費量 t − 0.0 0.1 0.1 0.2 0.1

特定フロン等使用実績

 単位 − 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
発生量 万t − 196 218 214 200 234
有効利用量 万t − 186 215 210 196 226
有効利用率 % − 95 98 98 98 97

産業廃棄物有効利用実績

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
SOx排出量 千t 9.9 9.9 11.3 10.6 8.1 10.1
排出原単位（火力） g/kWh 0.34 0.19 0.20 0.20 0.16 0.17
NOx排出量 千t 26.4 27.9 28.5 26.7 22.3 28.0
排出原単位（火力） g/kWh 0.90 0.53 0.50 0.50 0.44 0.48
ばいじん排出量 千t 1.0 0.9 1.0 0.8 0.6 0.8
排出原単位（火力） g/kWh 0.03 0.02 0.02 0.02 0.01 0.01

SOx、NOxおよびばいじん排出実績

＊ばいじん排出量は、月1回の測定値から算出
＊排出原単位の分母は火力発電所発電電力量（地熱除く）

 単位 1990年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
石炭灰発生量 万t 125.7 155.6 171.4 174.7 166.9 193.6
　〃　有効利用量 万t 71.9 151.2 171.1 173.6 166.0 190.0
　〃　有効利用率 % 57.2 97.2 99.8 99.4 99.4 98.1
石こう発生量 万t − 33.4 36.0 33.0 26.3 32.0
石こう有効利用率 % 100 100 100 100 100 100

石炭灰・石こう有効利用実績

＊石炭灰有効利用率についてはP71参照

 単位 − 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
使用量 kℓ − 1,644 1,339 1,310 1,348 1,292

オフィスにおける燃料使用量（ガソリン換算）

 単位 − 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
オフィス電力使用量（全社） 万kWh − 2,282 2,223 2,186 2,107 2,140
本店ビル※ 電力使用量 万kWh − 873 861 861 853 822
　　　　　電灯・コンセント分 万kWh − 178 180 172 171 165

オフィス電力使用量

※J-POWER本店ビル
※基準年度（2006年度）以降、集計可能範囲の拡大・縮小等に伴い補正しています。

 単位 − 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
コピー紙※購入量 万枚 − 6,953 5,784 5,605 5,717 5,677
コピー紙※再生紙購入量 万枚 − 6,587 5,487 5,518 5,679 5,638
コピー紙※再生紙購入率 % − 95 95 98 99 99

再生コピー用紙の調達率

※A4換算
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J-POWERグループの環境ビジネス　
J-POWERグループでは、これまでの事業活動において長年にわたり培ってきた環境配慮技術等を活かし、様々な環境ビジネスを展開し

ています。その一例を以下に紹介します。

R P - L U C I D（ ア ー ル ピ ー ル ー シッド ）※ は 、米 国 R o y a l 
Purple社が独自開発した添加剤“Synerlec”をキーとした高度な
添加剤技術により潤滑剤としての理想を高い次元で達成した高性
能合成系潤滑油です。現在、J-POWER火力発電所をはじめ、風力
発電所、セメント工場、製紙工場等において、故障防止、更油周期
延長などの実績を上げています。

また、添加剤“Synerlec”の効果により、摺動部での機械的損失
が減ることから、省エネルギーにつながり、回転機器の効率的な運
用に貢献します。

高性能潤滑油“RP-LUCID”
J-POWER 火力エンジニアリング部 計画グループ

※ RP-LUCID: 本潤滑剤のオリジナルネームは「ロイヤルパープル」です。
高性能潤滑油“ＲＰ-ＬＵＣＩＤ”

ジェイパワー・エンテック（株）のコア技術であるReACTは、活性
コークスを媒体として用いた排煙処理技術で、活性コークスが吸
着剤または、触媒として作用し、排ガス中の硫黄酸化物（SOx）、窒
素酸化物（NOx）、ばいじん、水銀、ダイオキシンなど複数種の汚染
物質を一括除去できるという高い環境性能を有し、さらに水をほと
んど使用しないという特徴があり、石炭火力発電所、製鉄所、石油
化学工場、清掃工場など、国内で幅広く採用されています。　

J-POWERの磯子火力発電所新2号機は、石炭火力発電所の
排ガスとして世界最高水準の環境性能を達成していますが、排煙
処理設備の一部としてReACTの高脱硫性能が大きく寄与してい
ます。

また、住友金属工業（株）和歌山製鉄所においては、狭隘なエリア
にコンパクトにReACTを設置し、製鉄所向け焼結炉排ガスとして
は世界最高水準の脱硝効率を達成するとともに、脱硫、脱塵の一
括処理を行っています。

これら実績を基に、海外においても事業展開を図っており、
2009年には米国大手環境設備メーカーのハモン・リサーチ・コット
レル社と技術提携を行っています。米国では排ガスの水銀規制が
定められ、水銀も同時に除去可能なReACTのニーズが拡大してお
り、適用が期待されています。

このように、当社は、国内外に本システムを提供し、幅広い分野
で環境負荷低減に貢献していきます。

排煙浄化システム　─乾式脱硫脱硝装置ReACT─

ジェイパワー・エンテック（株）  http://www.jpower.co.jp/entech/

J-POWER磯子火力発電所向け乾式脱硫脱硝装置

住友金属工業（株）和歌山製鉄所向け排ガス処理装置
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（株）開発設計コンサルタントは、土木・建築分野のエンジニアリングサービスを提供してい
ます。新エネルギービジョンでは、地域特性による導入可能性やエネルギー種ごとの導入目
標値を定め、その目標達成に向けた導入促進施策が策定されます。当社が、2010年度に福
島県より受託した新エネルギービジョン策定調査業務では、多方面にわたる学識経験者を交
えた委員会の運営補助を併せ、2020年度に向けたビジョン策定をサポートしました。

また、福島県の地域特性を踏まえ、今後どのようなエネルギー種が期待されるのか、その
可能量を含めて調査しました。その結果、豊富な森林資源を活かしたバイオマス発電・熱利
用、地域住民に最も身近である太陽光発電、県内に約950地点を有する既設砂防えん堤を利
用した小水力発電の導入が期待されます。今後も新エネルギー導入に関連する業務を通じ
て、地球温暖化防止に貢献していきます。

（株）エコジェノミクスは「エネルギーと環境」をテーマにJ-POWER
グループで取り組んできた新たな事業分野開拓の一翼を担っていま
す。「環境とバイオテクノロジーの融合」をテーマに半導体基板上に
対象とする生物の遺伝子断片を固定したツール「マイクロアレイ」を
使用して、様々な化学物質や排水、環境水などが生物、生態系へ与え
る影響を遺伝子レベルで試験、解析、評価する事業を展開していま
す。環境評価用マイクロアレイの設計、製造、試験、解析を一貫して自
社内で実施できる国内唯一の会社です。

さらに今、生物を指標とした排水等の評価手法が注目されつつあり、
当社はこうした生物による試験全般にも取り組んでいます。

人と自然との共生、生きものたちにとっても本当に豊かな自然
環境を実現していくために、環境バイオテクノロジーで貢献し続け
ます。

環境評価用マイクロアレイ

生物試験状況（メダカ）

生物の目から環境を見つめて　－生物指標による環境評価の流れ－

（株）エコジェノミクス http://www.ecogenomics.co.jp/

開発肥料（株）は、J-POWERのグループ会社として、石炭火力発
電所から発生する石炭灰を利用した肥効持続型加里肥料である「け
い酸加里肥料」を世界で初めて開発し、1980年より製造を開始、石
炭灰の有効利用促進に努めています。なお、製造された「けい酸加里
肥料」は、水稲用・園芸用肥料として全農（JAグループ）を通して、全
国47都道府県の農家へ販売してきました。今後とも、品質向上と安
定供給を目指し、環境にやさしく安心して使える優れた肥料の提供を
通して、わが国の農産物生産に貢献したいと考えています。 水稲にけい酸加里を施用すると根の張りが良

くなり、美味しい米作りに役立ちます。

※く溶性 ： 2％クエン酸液で溶ける肥料成分のことで、水には溶けないが根から出
る根酸や土壌中の有機酸により徐々に溶け出し、肥効が持続します。このため、けい
酸加里肥料は、肥料成分の流出が少なく河川や地下水を汚染しない環境にやさしい
肥料です。

く溶性加里 可溶性けい酸 く溶性苦土 く溶性ほう素
20% 34% 4% 0,1%

保証成分

石炭火力発電所から発生す
る石炭灰を主原料とする世
界初の「く溶性※加里肥料」

石炭灰を活用した農業への貢献　─けい酸加里肥料─

開発肥料（株） http://www.jpsik.com/

福島県新エネルギービジョン策定による低炭素・循環型社会への貢献　─新エネルギーの導入促進─

（株）開発設計コンサルタント http://www.jpde.co.jp

小水力発電の導入が期待される既設砂防えん堤

マイクロアレイ製造装置
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環境会計データ一覧
環境保全コスト

環境保全コスト年度比較 減価償却費とその他コストの割合

環境保全コスト年度比較 環境保全コスト等算定要領

環境保全効果
分類 主な対策・取り組みの内容 金額

公害防止 大気汚染防止（脱硫・脱硝、ばいじん処
理）、水質汚濁防止（排水処理）など 228

地球環境保全

温室効果ガスの排出抑制対策（石炭火力
高効率運転の維持、再生可能・未利用エネ
ルギーの開発、省エネルギー型設備管理
費、ＣＯ₂以外の温室効果ガス排出抑制）

40

資源循環 資源の再生・再利用による廃棄物の低減
対策、廃棄物の処理・処分 160

管理活動 環境負荷監視・測定、環境保全対策組織の
人件費、環境教育費用など 20

研究開発 高効率発電、燃料電池利用、CO₂固定・回
収、石炭灰・石こう有効利用など 23

社会活動 緑化、環境広告、環境美化、環境関連団体
への加入、サステナビリティレポートなど 22

国際事業 海外における環境保全対策技術協力事業 11

その他 汚染負荷量賦課金など 20

合計 524

環境保全効果の項目 2010年度

SOx排出原単位（g/kWh） 0.17

NOx排出原単位（g/kWh） 0.48

ばいじん排出原単位（g/kWh） 0.01

CO₂排出原単位（kg-CO₂/kWh） 0.65

火力平均熱効率（%） 40.5

石炭灰有効利用率（%） 98.1

産業廃棄物有効利用率（%） 97

石こう有効利用率（%） 100

流木有効利用量（千m³） 14

内部環境監査員研修受講（名） 57

サステナビリティレポート（発行部数） 19,000

環境パンフレット（発行部数） 7,900

海外コンサルティング事業実績（件）（累計件） 318

※各項目のデータの詳細は資料編P83-P84「環境関連年度別データ」に掲載しています。

（単位：億円）

●期　　間 ： 2010年4月1日〜2011年3月31日
●公表様式 ： �環境省の「環境会計ガイドライン（2005年度

版）」を参考
●対象範囲 ： �J-POWERおよびグループ会社のうち環境負

荷の高い火力発電事業会社の費用額（減価償
却費を含む）

＊設備の運転・維持に伴う人件費・委託費・修繕費・薬品費、廃棄物のリサイクルお
よび処理費用、研究開発、海外事業に伴う費用（委託費・人件費）等を中心にコス
トを算定。ただし、地球温暖化対策への水力発電の貢献度やグリーン購入など
の取り組みを示す「上・下流コスト」については、算定の範囲・方法に課題がある
と判断し算定より除外
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温暖化対策に関する条約など
国連気候変動枠組条約の概要

京都議定書の概要

改定京都議定書目標達成計画の概要

国連気候変動枠組条約は温暖化防止に向けた国際的な
枠組みを定めた条約です。1992年6月にブラジルのリオデ
ジャネイロで開催された第1回「持続可能な開発に関する世
界首脳会議」（通称:地球環境サミット）で採択され、1994年
3月21日に発効しました。現在194カ国・地域が批准してい
ます。

気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならな
い水準において、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化さ
せることを究極的な目的としています。

京都議定書は、国連気候変動枠組条約の第3回締約国
会議（COP3）で1997年12月に採択された、附属書（Ⅰ）国 
用語集 の温室効果ガス排出抑制目標を定めた決議であり、
2005年2月16日に発効しました。

政府は、「地球温暖化対策の推進に関する法律（1998
年法律第117号）」に基づき、京都議定書の6%削減約束

（1990年比）を確実に達成するために必要な措置を定め
るものとして、2005年4月28日に「京都議定書目標達成計
画」を策定しました。その後、同計画に定められた目標およ
び施策について検討を加え、計画の全体を改定した「改定京
都議定書目標達成計画」を2008年3月28日の閣議におい
て決定しました。

原則
①共通だが差異のある責任に基づく気候系の保護
②特別な状況への配慮
③予防対策の実施
④持続可能な開発を推進する権利・義務
⑤協力的かつ開放的な国際協力体制の確立に向けた協力

※原則③の全文
締約国は、気候変動の原因を予測し、防止し又は最小限にするための予防措置をとるとと
もに、気候変動の悪影響を緩和すべきである。深刻な又は回復不可能な損害のおそれが
ある場合には、科学的な確実性が十分にないことをもって、このような予防措置をとるこ
とを延期する理由とすべきではない。もっとも、気候変動に対処するための政策及び措置
は、可能な限り最小の費用によって地球的規模で利益がもたらされるように費用対効果
の大きいものとすることについても考慮を払うべきである。このため、これらの政策及び
措置は、社会経済状況の相違が考慮され、包括的なものであり、関連するすべての温室効
果ガスの発生源、吸収源及び貯蔵庫並びに適応のための措置を網羅し、かつ、経済のすべ
ての部門を含むべきである。気候変動に対処するための努力は、関心を有する締約国の
協力によっても行われ得る。

※1 排出量取引 ：
割当排出量（またはCDM・JIによる削減量）の国際取引。附属書（Ⅰ）国は取得した他国の割
当排出量（またはCDM・JIによる削減量）を自国の割当排出量に追加することが可能。
※2 共同実施（JI） ：
附属書（Ⅰ）国間で共同でGHG排出削減の事業を実施し、削減量を関係国間で配分する仕
組み。2008〜2012年の削減量が対象。
※3 クリーン開発メカニズム（CDM） ：
附属書（Ⅰ）国が発展途上国でGHG排出削減の事業を実施し、削減量を関係国間で配分す
る仕組み。2000年以降の削減量が対象。

目標達成のための対策と施策
1. 温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策
　 ①温室効果ガスの排出削減対策・施策
  　 【主な追加対策の例】
　 ● 自主行動計画の推進　● 住宅・建築物の省エネ性能の向上
　 ● トップランナー機器等の対策　● 工場・事業場の省エネ対策の徹底
　 ● 自動車の燃費の改善　● 中小企業の排出削減対策の推進
　 ● 農林水産業上下水道交通流等の対策　
　 ● 都市緑化、廃棄物・代替フロン 等3ガス等の対策　
　 ● 新エネルギー対策の推進
　 ②温室効果ガス吸収源対策・施策
　 ● 間伐等の森林整備、美しい森林づくり推進国民運動の展開
2. 横断的施策
　 ● 排出量の算定・報告・公表制度　● 国民運動の展開

対象温室効果ガス（GHG） CO₂、メタン、N₂O（亜酸化窒素）、HFC（ハイドロフルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、SF₆（六フッ化硫黄）の
6種類のガス

約束期間 2008〜2012年（第一約束期間）

目標 附属書（Ⅰ）国間で約束期間平均の温室効果ガス排出量を、1990年レベルに比べて少なくとも5%削減する。
附属書（Ⅰ）国は京都議定書の附属書Bで削減目標を数値で約束し、日本の削減目標は6%

シンク（吸収源）の扱い 土地利用の変化および林業部門における1990年以降の植林、再植林および森林減少に限定して吸収量増大を排出枠に
計上できる。

京都メカニズム 削減目標を全世界規模で経済合理的に達成する手段として導入されたメカニズムで、排出量取引※1、共同実施（JI）※2、
クリーン開発メカニズム（CDM）※3が定められている。

2010年度の排出量の目安※

百万t-CO₂ 基準年総排出量比

エネルギー起源CO₂ 1,076〜1,089 +1.3%〜+2.3%

産業部門 424〜428 -4.6%〜-4.3%

業務その他部門 208〜210 +3.4%〜+3.6%

家庭部門 138〜141 +0.9%〜+1.1%

運輸部門 240〜243 +1.8%〜+2.0%

エネルギー転換部門 66 -0.1%

非エネルギー起源CO₂、
CH₄、N₂O 132 -1.5%

代替フロン等3ガス 31 -1.6%

温室効果ガス排出量 1,239〜1,252 -1.8%〜-0.8%

温室効果ガスの排出抑制・吸収量の目標

※�温室効果ガスの削減に吸収源対策、京都メカニズムを含め、京都議定書の6%削減約
束の確実な達成を図る
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電気事業における環境行動計画
「電気事業における環境行動計画」用語集 は、地球温暖化問題等に対する電気事業としての取り組み方針・計画をまとめたもので、実績や

国内外の動向等を踏まえて毎年フォローアップを行うこととしています。この行動計画は1997年6月に日本経団連が策定した「経団連環
境自主行動計画」に組み込まれており、「経団連環境自主行動計画」およびこれらを構成する産業界の自主行動計画は、国の審議会などで
その進捗状況の点検を受けています。

「電気事業における環境行動計画」
電気事業連合会（2010.9）より抜粋

廃棄物等の削減・再資源化対策

参考

［ 廃棄物再資源化率目標 ］
2010年度における廃棄物再資源化率を95%程度とするよう努める

主な廃棄物と副生品の再資源化量等の推移
種類 1990年度 2007年度 2008年度 2009年度

廃棄物

燃え殻
ばいじん

（石炭灰）

発生量 347 768 780 702
再資源化量

（再資源化率）
137

（39%）
746

（97%）
758

（97%）
680

（97%）

がれき類 
（建設廃材）

発生量 40 41 38 38
再資源化量

（再資源化率）
21

（53%）
40

（98%）
37

（97%）
37

（96%）

金属くず
発生量 14 22 34 23

再資源化量
（再資源化率）

13
（93%）

22
（99%）

34
（100%）

23
（99%）

副生品 脱硫石こう
発生量 85 197 185 157

再資源化量
（再資源化率）

85
（100%）

197
（100%）

185
（100%）

157
（100%）

日本の電源種別LCA CO₂

電気事業における廃棄物再資源化率等の推移と目標

CO₂排出原単位（発電端）の各国比較（電気事業連合会試算）
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82%

214

435
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633

774

33

1,039

1,072

45 51

922

967

32

1,030

1,062

＊最終処分（埋立処分）完了後の処分場は、発電設備の増設用地やその他の工
業用地等として有効に活用されており、そこに使われた石炭灰の一部は、国
の解釈に基づき、土地造成材として再資源化量にカウントしている。
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CO₂排出原単位（㎏-CO₂/kWh）

発電電力量比率（％）

＊2008年度の値
＊出典：Energy Balances of OECD Countries 2010 Edition
         Energy Balances of Non-OECD Countries 2010 Edition
＊CHPプラント（熱電供給）も含む
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出典：（財）電力中央研究所報告書

日本の電源種別LCA CO₂の比較

　日本の電源別のライフサイクルを考慮したCO₂排出量（LCA CO₂）は、下図のとおりです。
　ここでは、発電用燃料の燃焼に加え、原料の採掘から発電設備等の建設・燃料輸送・精製・運用・
保守等のために消費されているすべてのエネルギーを対象としてCO₂排出量を算出しています。

石
炭
火
力

石
油
火
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Ｇ
火
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ン
バ
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ン
ド
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Ｇ

太
陽
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風
力

原
子
力

地
熱

水
力
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設備・運用

＊LCA：Life Cycle Assessment

（万t）

地球温暖化対策

［ CO₂排出抑制目標 ］
2008〜2012年度における使用端CO₂排出原単位を、1990年度
実績から平均で20%程度低減（0.34kg-CO₂/kWh程度にまで低
減）するよう努める

電気事業連合会関係12社の目標

CO₂排出実績
年 度

項 目
1990年度
（実績）

2007年度
（実績）

2008年度
（実績）

2009年度
（実績）

2008〜2012年度
（5カ年の平均値）

使用電力量（億kWh） 6,590 9,200 8,890 8,590 【見通し】8,820
CO₂排出量（億t‐CO₂） 2.75 4.17 3.32 3.01 【見通し】ー
使用端CO₂排出原単位（kg-CO₂/kWh） 0.417 0.453 0.373 0.351 【見通し】ー

電気の使用量
［電力量］
（ｋWh）

CO₂排出量
（㎏-CO₂）

CO₂排出原単位
［電力量あたりのCO₂排出量］

（㎏-CO₂/ｋWh）
＝ ×
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用語解説

あ

亜酸化窒素（N₂O）
［ P67 ］
一酸化二窒素ともいう。二酸化炭素、メタン、対流圏オゾン、クロロフル
オロカーボン（CFC）などとともに代表的な温室効果ガスの一つ。温室
効果はCO₂の310倍。物の燃焼や窒素肥料の施肥などが発生原因であ
るといわれている。

硫黄酸化物（SOx）
［ P46, 51, 55, 70, 85 ］
硫黄の酸化物の総称で、SOxと略称される。二酸化硫黄（SO₂）のほか、
三酸化硫黄（SO₃）、硫酸ミスト（H₂SO₄）などが含まれる。工場や火力発
電所で石炭、重油を燃焼する際、その燃料中に存在する硫黄分が硫黄酸
化物となり、排出ガス中に含まれ、酸性雨の原因物質などの一つとして
大気汚染の原因となる。

一般廃棄物
［ P51, 57 ］
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」では、産業廃棄物以外の廃棄物
を一般廃棄物と定義しており、家庭から発生する「生活系一般廃棄物」と
事業所や飲食店から発生する「事業系一般廃棄物」に区分している。

温排水
［ P69 ］
火力や原子力発電において、タービンを回した後の蒸気は、復水器で冷
却されて水に戻り、再びボイラに送られ循環利用されている。この復水
器の冷却用水として、わが国のほとんどの発電所では海水が使用され
ている。蒸気を冷やした海水は、復水器を通る間に温度が上昇し、放水
口から海に戻されるので、この海水を「温排水」と呼んでいる。

か

河川維持流量
［ P61, 74 ］
河川環境の保全および清流回復への取り組みとして、発電所の減水区
間を解消する目的で、各河川ごとに魚類の生息環境の回復や河川景観
の向上など、良好な河川環境を回復・創出するうえで確保すべき要件を
総合的に検討し設定される河川放流量のこと。

環境会計
［ P52 ］
従来は財務分析のなかに反映されにくかった企業の環境保全に関する
投資や経費、さらにその効果などを正確に把握し、開示していくための
仕組み。企業にとっては、自社の環境保全への取り組みを定量的に示し
て事業活動における環境保全コストの費用対効果を向上させるメリット
があり、ステークホルダーにとっては、環境報告書などを通して企業環
境会計データを得ることで企業の環境への取り組みの状況を同じ尺度
で比較・検証するツールとなる。

環境効率
［ P45, 52 ］
事業活動で使用される水、電気、原料等の使用量の削減活動や廃棄物、
排水、排ガス等の発生量の削減活動および遵法性、環境汚染防止等へ
の努力を数値化し、活動状況を比較評価する手法。

環境マネジメントシステム（EMS）
（EMS ： Environmental Management System）
［ P46, 76 ］
組織が、法令等の遵守および自主的な環境保全行動に向け、PDCAマ
ネジメントサイクルにより、継続的な環境改善を図っていく仕組み。

京都議定書
P88をご参照下さい。

京都メカニズム
P68, P88をご参照下さい。

グリーン調達（購入）
［ P72 ］
製品やサービスを購入する際に、価格や品質、利便性、デザインだけで
なく、環境への影響を重視し、環境負荷ができるだけ小さいものを優先
して購入すること。

さ

再生可能エネルギー
［ P45, 52, 57, 60, 61 ］
地球上で有限である石炭・石油などの化石燃料に対し、太陽、水力、風
力、波力、バイオマスなど、自然現象のなかで得られるエネルギー。

サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン
［ P1 ］
持続可能な発展という観点から、環境面のみでなく社会面と経済面の報
告も統合した報告（サステナビリティレポート）について、国連環境計画や各
国の環境団体、機関投資家、会計士協会、企業などからなる国際的なNGO
であるGRI（Global Reporting Initiative）が策定しているガイドライン。

産業廃棄物
［ P46, 51, 52, 71 ］
事業活動に伴って生じた、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラ
スチックなどの廃棄物をいう。「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
より、その適正な処理が求められている。

試行排出量取引スキーム
［ P68 ］
取引に参加する企業等が自主的に排出削減目標を設定したうえで、自ら
の削減努力に加えて、その達成のための排出枠・クレジットの取引を活
用しつつ、目標達成を行う仕組み。

自主行動計画
［ P68 ］
主に産業部門の各業界団体が、その業種での地球温暖化の防止や廃棄
物の削減などの環境保全活動を促進するため、自主的に策定する環境
行動計画。

持続可能な発展／開発
（Sustainable Development）
［ P1, 7, 15, 31〜35, 38, 45, 78, 88 ］
1987年の「環境と開発に関する世界委員会」報告書では、「持続可能な
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窒素酸化物（NOx）
［ P46, 51, 55, 70, 85 ］
物が燃える際に大気中の窒素や物に含まれる窒素化合物が酸素と結合
して窒素酸化物（NOx）が必ず発生する。発電所や工場のボイラ、およ
び自動車エンジンなど高温燃焼の際に一酸化窒素（NO）が発生し、これ
はまた酸化されて安定した二酸化窒素（NO₂）となり大気中に排出され
る。また窒素酸化物は紫外線により光化学反応を起こし、オゾンなど光
化学オキシダントを生成する。

超々臨界圧技術（USC）
（USC ： Ultra Super Critical）
［ P28, 30, 46, 54, 55 ］
火力発電所の効率向上を図るため、従来の超臨界圧タービンの蒸気条件

（圧力：22.1MPa、温度：566°C）をさらに上回る蒸気条件を採用した技術。

電気事業における環境行動計画
［ P46, 53, 67, 89 ］
電気事業者が自主的かつ積極的に環境保全対策に取り組むため、電気
事業連合会関係12社がとりまとめた自主行動計画。地球温暖化対策や
循環型社会の構築について具体的な目標を設定し、積極的な取り組み
を行っているもの。透明性を確保するため毎年フォローアップを行い、
結果を公表している。

特別管理産業廃棄物
［ P51 ］
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」では、産業廃棄物のなかで爆発
性、毒性、感染性を有するものを特別管理産業廃棄物と定義し、厳重な
管理を図っている。引火点の低い廃油、医療系廃棄物、PCB廃棄物、廃
石綿、重金属を高濃度含有する汚泥等が該当する。

な

内部統制報告制度
［ P16 ］
投資家保護の観点から、財務報告の信頼性を確保することを目的とした
制度であり、金融商品取引法第24条の4の4と、第193条の2の企業の
内部統制について規定された部分を指している。具体的には、有価証券
報告書を提出する企業および企業グループに対し、事業年度ごとに、財
務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するために必要な体
制について評価した報告書（内部統制報告書）の提出と、公認会計士ま
たは監査法人による監査証明を受けることを求めている。

熱効率
［ P46, 55 ］

発電設備に供給された熱量に対する発電電力量（熱量換算）の割合。

は

バイオマス
［ P30, 46, 51, 57, 61 ］
再生可能な生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの。

開発とは、将来の世代が自らの欲求を充足する能力を損なうことなく、
今日の世代の欲求を満たすような開発をいう」と定義している。また、
1991年に国際自然保護連合（IUCN）、国連環境計画（UNEP）、世界
自然保護基金（WWF）が共同で作成した「新・世界環境保全戦略」では

「人々の生活の質的改善を、その生活支持基盤となっている各生態系
の収容能力限界内で生活しつつ達成すること」と定義している。

指定公共機関
［ P17 ］
指定公共機関は、災害対策基本法と武力攻撃事態対処法に基づき内閣
総理大臣が指定する、日本放送協会や日本銀行などの公共的機関およ
び電気、ガス、輸送、通信などの公益的事業を営む法人をいう。指定公共
機関は、都道府県等自治体や他の指定公共機関等と協力し、それぞれそ
の業務を通じて、防災への寄与や国民保護措置を実施することが義務
付けられている。J-POWERは、両方の法律に基づき指定公共機関の指
定を受けており、電力の供給を通じて、防災の取り組みおよび国民保護
措置を実施することとしている。

石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）
（IGFC ： Integrated Coal Gasification Fuel Cell Combined Cycle）
［ P54, 60 ］
燃料電池、ガスタービン、蒸気タービンの3つの発電形態を組み合わせ
たトリプル複合発電システムで、石炭火力発電としては究極の発電シス
テム。

石炭ガス化複合発電（IGCC）
（IGCC ： Integrated Coal Gasification Combined Cycle）
［ P46, 54, 59 ］
石炭から生成させた燃料ガスを燃焼して発電するガスタービンと、ガス
タービンの排熱を利用する蒸気タービンからなる複合発電システム。

た

ダイオキシン類
［ P71, 75 ］
ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン

（PCDF）およびコプラナ-ポリ塩化ビフェニル（コプラナ-PCB）の総称。
通常、環境中に極微量に存在する有害な物質。人の生命および健康に重
大な影響を与えるおそれがある物質であることから、2000年1月ダイ
オキシン類対策特別措置法が施行され、廃棄物焼却炉などからの排出
抑制が行われている。

代替フロン
［ P67, 88 ］
オゾン層を破壊するフロンガスの代わりとして利用されている物質。代
替フロンは半導体の製造過程や冷蔵庫などに利用されているが、二酸
化炭素の数千倍から数万倍もの温暖化作用があるため、1997年12月
に京都で開催された気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）で削
減の対象になった。

託送
［ P3 ］
電気事業者がその所有する送電線などを利用して、ほかの者から受け
取った電気を供給先に送り届けること。
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ばいじん
［ P51, 70, 85 ］
大気中の浮遊物質の発生源について、大気汚染防止法では、物の燃焼
等によって発生する物質を「ばいじん」、物の粉砕や堆積に伴い発生また
は飛散する物質を「粉じん」、自動車の運行に伴い発生するものは「粒子
状物質」と区分している。

ハイドロフルオロカーボン（HFC）
［ P67 ］
オゾン層を破壊しないことから、CFCsやHCFCsの規制に対応した代
替物質として1991年頃から電気冷蔵庫、カーエアコンなどに使用さ
れている化学物質。人工的温室効果ガス。温室効果はCO₂の140〜
11,700倍。

パーフルオロカーボン（PFC）
（PFC ： Perfluorocarbon）
［ P67 ］
1980年代から半導体製造用として使用されている化学物質。人工的温
室効果ガス。温室効果はCO₂の6,500〜9,200倍。

附属書（Ⅰ）国
［ P68, 88 ］
国連気候変動枠組条約の附属書（Ⅰ）に記載されている将来の温室効果
ガス排出削減を約束した国。いわゆる先進国、旧ソ連・東欧などの市場
経済移行国がこれに該当。

ま

メタン（CH₄）
［ P67 ］
天然ガスの主成分。なお、有機物の腐敗・発酵によっても発生する。温
室効果ガスのうち、二酸化炭素の次に多く排出されており、温室効果は
CO₂の21倍。

ら

六フッ化硫黄（SF₆）
［ P46, 67 ］
フッ素と硫黄の化合物で、天然には存在せず工業的に生成される。化学
的に安定で、絶縁性能に優れていることなどから、電気事業では遮断器
などの絶縁ガスに使用している。温室効果はCO₂の23,900倍。

C

CO₂回収・貯留（CCS）
（CCS ： Carbon（Dioxide）Capture and Storage）
［ P46, 54, 60 ］
工場や発電所などから排出された二酸化炭素を排ガス等から分離回収 
し、輸送後貯留することで、長期間大気中から隔離するシステム。貯留方
法として地中貯留と海洋貯留がある。

COD
（Chemical Oxygen Demand ： 化学的酸素要求量）
［ P51 ］
水中の汚濁物質（主に有機物）を酸化するのに消費される酸素量。海域
や湖沼の汚濁指標に用いる。

I

IPP
（Independent Power Producer ： 独立系発電事業者）
［ P3, 4, 10, 31, 56 ］
一般電気事業者に電気を供給する事業者のうち、卸電気事業者以外のもの。

L

LHV
（Lower Heating Value ： 低位発熱量）
［ P49, 50 ］
ある一定の状態（例：1気圧、25℃）に置かれた単位量（1kg、1m³、1ℓ）
の燃料を、必要十分な乾燥空気量で完全燃焼させ、その燃焼ガスをも
との温度（この場合25℃）まで冷却したときに計測される熱量を発熱量
という。燃焼ガス中の生成水蒸気が凝縮したときに得られる凝縮潜熱を
含めた発熱量を高位発熱量（HHV：Higher Heating Value）といい、
水蒸気のままで凝縮潜熱を含まない発熱量を低位発熱量（LHV：Lower 
Heating Value）という。低位発熱量は熱量計で測定された高位発熱
量から水蒸気の凝縮潜熱を差し引いたものであり、次式で算出する。
低位発熱量＝高位発熱量−水蒸気の凝縮潜熱×水蒸気量

P

PCB
（Polychlorinated Biphenyl ： ポリ塩化ビフェニル）
［ P75 ］
1929年に初めて工業製品化された有機塩素化合物。安定性、耐熱性、
絶縁性を利用してさまざまな用途に用いられてきたが、難分解性で
あり、生物に蓄積しやすく、かつ慢性毒性があることが明らかになり、
1974年には化学物質審査規制法に基づき、製造、輸入、新規使用が禁
止された。保管中のPCB廃棄物については2001年7月に施行された
PCB特別措置法により、2016年までの無害化処理が規定された。

PCB広域処理計画
［ P75 ］
2001年に、国はPCB廃棄物処理特別措置法を制定し、合わせて環境事
業団法を改正して、1874年に製造や新たな使用が禁止されて以来保
管の続いているPCB廃棄物を2016年までに処理をする制度を策定し
た。これにより環境事業団（2004年からは日本環境安全事業株式会社）
が全国5カ所（北海道、東京、豊田、大阪、北九州）に広域PCB廃棄物処理
施設を設置し、処理事業を行っている。
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